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Ⅰ 第３期行政改革推進における基本的事項 

１ 背景 

   合併から９年目となる南房総市の財政運営は、普通交付税の合併算定替えによ

る満額交付は平成２７年度までで、以降は段階的に削減され、平成３３年度には

すべての合併特例措置が終了し、一般財源ベースで＊年間約３２億円近い収入減

が見込まれています。また、職員数についても定員適正化計画により管理し、今

後も削減が必要な状況であります。 

これまで、平成１８年度に第１期計画として南房総市行政改革推進計画・集中

改革プランを策定、平成２１年度には、「新たな仕組みづくり」と「事業の選択と

集中の強化」を取り組むべき重点として、将来を支える基盤づくりのための改革

に向けた第２期南房総市行政改革推進計画を策定し、行政改革に取り組んでまい

りました。これにより、協働によるまちづくりの推進や第三セクターの見直し、

定員適正化や職員研修の充実など、一定の成果を得ることができました。 

しかしながら、適正な財政規模へ転換していくためには、行政改革大綱に基づ

き、これまで以上に厳しい事業選択と集中を行うとともに、質の高い行財政運営

を行うことが必要不可欠であるため、引き続き行政改革を推進していく必要があ

ります。 

* 地方交付税の試算について、平成２７年度算定変更が反映されていないため、数値が変動する見込みです。 

２ 位置づけ 

   (１)計画の目的 

     第３期行政改革推進計画は、第２期行政改革推進計画に引き続き、「新た

な仕組みづくり」と「事業の選択と集中の強化」を特に取り組むべき重点と

し、これまでの行政改革の取り組みを継続するとともに、より質の高い行政

運営に努めていくこととします。 

     第２期計画の各部署における取り組みを検証し、改善していくことで、第

３期計画ではより一層実施内容に広がりと深みを持たせ、効率的で効果的な

市民にやさしい行政サービスの実現に向け、新たな行政課題に取り組み、将

来にわたって持続可能な行財政運営を目指します。 

 

   (２)計画の体系と役割 

     この計画は、「行政改革大綱」、｢重要施策｣及び｢実施計画｣から構成し、そ

れぞれの役割は次のとおりとします。 
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     ①行政改革大綱 

      第３期南房総市行政改革推進計画を必要とする背景及び目的、改革にお

ける基本的な考え方、改革に向けての重点項目等を明示し、今後の南房総

市における行政改革の基本理念と基本指針としての役割を担うものです。 

 

     ②重要施策 

      「新たな仕組みづくり」と「事業の選択と集中の強化」を重点として進

めるための６つの重要施策を提示します。 

 

     ③実施計画 

      重要施策を実行するため、計画期間における具体的な取組事項を明示し、

その進行管理を行うものです。 

      なお、行政改革に関する取り組みとその進捗状況を市民にわかりやすく

示すため、個別の項目について実施予定年度、推進担当部課等を明示する

とともに、数値目標の設定が可能なものについては数値目標を設定し、そ

の評価検証による進行管理を行うこととしております。 

 

３ 計画期間等 

   (１)計画期間 

      南房総市総合計画後期基本計画（平成２５年度～平成２９年度）は、南房

総市基本構想を実現するための計画であり、行政改革推進計画の上位計画で

す。そのため、「第３期南房総市行政改革推進計画」の計画期間については、

同計画の終期に合わせ、平成２７年度から平成２９年度までの３か年間とし

ます。 

 

   (２)計画の見直し 

｢重要施策｣と｢実施計画｣は、社会情勢と市民ニーズの変化に対応するとと

もに、ＰＤＣＡサイクル【計画（Plan）→実施（Do）→検証（Check）→改

善（Action）】による行政運営全般の点検評価に基づき、的確な改善を図る

こととします。 

 

４ 推進体制 

   (１)南房総市行政改革推進本部 
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     すべての職員が、常に問題意識を持って業務に取り組むための体制として、

庁内に行政改革推進本部を設置し、全庁的な行政改革を推進します。 

     ①本部会議 

      市長、副市長、教育長、各部長、水道局長、富山国保病院事務長、教育

次長、議会事務局長、会計管理者及び朝夷行政センター所長により組織し、

次の事項を所掌します。 

■第３期行政改革大綱の策定及び実施に関すること。 

■その他行政改革にかかる重要事項に関すること。 

 

     ②幹事会 

      総務部長・企画部長・総務課長・行革財政課長・企画政策課長をもって

組織し、部会間の調整と各部会の改革事項の取りまとめを行います。 

 

     ③行政改革専門部会 

      本部員及び各課長（相当職を含む。）以上の者をもって組織し、本部か

ら付託された事項及び自らが改革すべき事項について調査検討を行いま

す。 

 

   (２)民間委員による検討組織 

     行政改革の推進に市民の意見を反映させるため、引き続き南房総市行政改

革推進委員会を設置します。 

     南房総市行政改革推進委員会は、専門的知識を有する学識経験者、市議会

議員の代表及び市民の代表者等により構成し、市長の諮問に応じて、第３期

南房総市行政改革推進計画について協議、検討して答申を行うとともに、市

の行政機構や行政運営の見直し等の行政改革の推進に関する提言等を行い

ます。 

 

   (３)公表による市民参加 

     行政改革推進の各過程において、ホームページや広報紙により、行政改革

の取り組みを広く市民に公表します。 

     また、パブリックコメント制度の活用により、市民の意見を反映させてい

きます。 
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Ⅱ 行政改革の大綱 

 

１ 市民と行政の協働による開かれた行財政運営の推進 

(1) 市民と行政の協働・男女共同参画に向けた環境づくり 

地域の課題や市民ニーズに対応するとともに、簡素で効率的な行政を実現す

る観点から、地域の実情に応じた市民、企業、団体との協働を、積極的に推進

します。 
また、男女が対等な構成員として、自らの意思により地域で活躍できるよう、

男女共同参画のための環境の整備を図ります。 

 
① すべての市民が行政参加できる環境づくり 

市民と行政がともに進める協働のまちづくりに向けて、行政のさまざまな

施策に対して、企画立案、決定、実施、評価の各段階において、市民参加を

推進するための方策等について検討します。 
また、職員の意識改革や勤務体制の整備を進めるなど、市民、企業、団体

との協働の実践に向けた取り組みを推進します。 

 
② 男女共同参画社会の実現 

男女が対等な構成員として、自らの意思により地域で活躍できるよう、行

政のさまざまな面における参画環境の整備を図るため、男女共同参画を推進

します。 
また、男女双方の目線から見た、公正な行政施策推進のため、各種審議会・

委員会等への女性の登用を進めます。 

 

(2) 公正の確保と透明性の向上 

地方分権による自己決定権の拡大に伴い、市民への説明責任を果たし、公正

の確保と透明性の向上のための取り組みを推進します。 

 
① 情報公開条例等の運用の適正化 

情報公開条例や個人情報保護条例、行政手続条例等の適正な運用に努めま

す。 

 
② 情報の共有と政策形成過程における市民参加の促進 
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行政が保有するさまざまな情報を、広報、新聞、インターネットなど市民

の利用しやすい方法で、わかりやすく提供して、行政情報の共有化を推進し

ます。 
また、政策形成プロセスへの市民参加を推進するため、パブリックコメン

ト制度の活用を含め、市民の市政に対する意見や提案の機会が確保できるル

ールづくりを推進します。 

 

(3) 行政サービスの向上 

市民が安全・安心に暮らせるための望ましい行政サービスの提供や、合併に

よる諸課題の早期解消を進め、市民満足度の高い行政サービスを提供するとと

もに、誰もが気軽に利用できる環境づくりに努め、市民の利便性の向上を図り

ます。 

 
① 行政サービス水準の向上 

市民の問い合わせ等に対して、迅速かつ的確に対応できる体制整備と事務

処理マニュアルの活用により、職員の異動等における行政サービスの低下防

止を図ります。 
また、市民満足度の向上に向けて、苦情処理の迅速化、再発防止が図られ

る体制作りを進めます。 

 
② 窓口等の利便性の向上と施設サービスの向上 

市民が気軽に申請や手続きなどが行えるよう、窓口業務等の受付時間や受

付方法の見直しを行うとともに、朝夷行政センター、地域センター、施設の

業務時間や窓口取扱い業務の見直しを進め、市民に身近な施設での窓口サー

ビスを提供するよう努め、職員の接遇の向上を図ります。 

 
③ 行政サービスの公平性の確保 

行政サービスの内容を検討し、公平で公正なサービスを提供します。また、

サービスの公共性や性格、性質などを検討し、受益者負担の適正化を図りま

す。 

 
   ④ 市民と行政との役割の見直し 
      公共的サービスのあり方について、市民と企業、そして行政の役割分担を

見直し、ＮＰＯやボランティア、民間企業など、サービス提供者の多元化を

推進します。 
      今後も、行政が担うべきサービスと市民との協働によるサービスの重点化
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を図ります。 

 
 

２ 時代に即応した組織機構の見直しと電子市役所の推進 

(1) 行政ニーズに的確かつ迅速に対応する組織づくり 

複雑多様化する市民ニーズや行政課題の解決への的確かつ迅速に対応する

組織づくりを進めます。 

 
① 組織機構の見直しと人員配置及び事務配分の見直し 

合併に伴い本市が抱える組織機構の諸課題について、現状と経過を踏まえ

ながら積極的に検討し、市民にわかりやすく、適切な行政サービスを提供で

きる組織づくりに努め、的確な人員配置と事務配分の見直しを進めます。 

 
② 行政ニーズに迅速かつ柔軟に対応できる組織づくり 

行政課題の解決や市民ニーズへの対応ができる体制を基本に、現行組織に

とらわれない柔軟な組織づくりを進めます。 

 

(2) 電子市役所の推進 

行政区域の広域化に対応した効率的な行政運営と市民サービスの向上のた

め、電子市役所の推進を図ります。 

 
① 情報ネットワークによるサービスの向上 

身近な公共施設での市民サービスの提供のために、既存のネットワーク基

盤の有効利用を図りつつ、インターネットを利用した情報提供の充実や各種

申請・届出などの行政手続ができる環境の整備を進め、市民の利便性の向上

を図ります。 

 
② 情報のセキュリティ対策の推進 

情報セキュリティポリシー等の適正な運用に努め、市民等の個人情報や行

政運営上重要な情報などの漏洩防止等、情報のセキュリティ対策や個人情報

保護対策を推進します。 
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３ 民間委託の推進と事務事業の見直し 

(1) 民間委託等の推進 

行財政運営の効率化や市民サービスの向上の視点から、多量の業務を短期間

に処理するものや高度の知識、技術等を要し人材確保が困難なもの、民間が行

ったほうが効率的・効果的なもの等、民間委託等の実施が適当な事務事業につ

いては、行政責任の確保に留意しながら、民間委託や市民による業務参加など、

アウトソーシングの取組みを推進します。 

 
① 基本方針に基づく民間委託等の推進 

地域の特性や市民ニーズを踏まえ、効率的・効果的な行政運営、雇用の拡

大や経済の活性化等の視点から、市としての民間委託や市民による業務参加

など、アウトソーシングに関する基本的な考え方や選定基準などの基本方針

に基づき、事務事業全般にわたって見直しを図ります。 

 

(2) コストを意識した事務事業の見直し 

現行事務事業について、コストを意識した総合的な見直しを行い、経費縮減

と合理化を推進します。 
① 事務事業のコストの縮減・合理化 

事務事業の再編整理、統廃合を進め、事務事業のコスト縮減の徹底に務め

ます。また、イベント等の見直しによる経費縮減・合理化について検討しま

す。 

 

(3) 公共施設等の見直しと適正管理 

施設等の利用目的や地域バランス、地域の特性、市民ニーズ等を把握しなが

ら、必要に応じて施設の統廃合を検討します。 
また、施設の維持管理方法や余剰施設の有効利用を検討し、施設の有効活用

を図ります。 

 
① 公共施設の適正配置と効率的な運営 

施設の役割・機能、地域のバランスや特殊性、市民ニーズ、利用状況等に

ついて多角的に検討し、類似施設の整理統合による適正規模・適正配置を進

め、施設間の連携を強化するなど効率的な運営に努めます。 
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② 公共施設等の有効活用 
施設管理のあり方や有効利用の方策等について検討し、利用率の低い施設

や老朽化施設、余剰施設について、転用・民間貸与・処分等を含め、有効活

用のための方策を検討します。 

 

(4) 第三セクターの見直し 

    事業経営体制の整備と経営責任の明確化を図り、事業そのものの政策的必要

性や手法の合理化等の見直しを進めます。 

 
 

４ 職員の定員管理と給与の適正化 

(1) 定員管理の適正化 

新たな市民ニーズや多様化する行政課題、厳しい財政事情、さらには将来の

組織を支える職員構造や組織機構のための職員配置の検討など、長期的な視点

に立った定員管理の見直しを進めます。 

 
① 定員適正化計画の策定 

合併に伴う組織編成の見直しを継続的に行う中で、行財政運営の状況を踏

まえた、事務事業の抜本的な見直しを計画的に実施し、組織の合理化、職員

の適正配置に努めます。 
また、定員管理の適正化を図るため、数値目標を設定した定員適正化計画

を策定し、職員の抑制を推進します。 

 

(2) 給与の適正化 

職員の給与水準については、人事院勧告や国・県の動向を見極めながら、他

市との均衡にも考慮し、給与制度の適正化を図ります。 

 
① 給与制度・運用・水準の適正化 

職員の給与については、業務の性格や内容を踏まえ、市民に理解されるよ

う、給与制度とその運用及び給与水準の適正化を推進します。 

 

(3) 人材育成の推進 
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地方分権の進展、少子高齢化、情報化、国際化等の時代に対応でき、多様化

する行政の円滑な推進をするため、職員の人事交流や研修等の充実を図り、専

門知識や技能を持った職員の育成と確保を図ります。 

 
① 職員研修の充実 

政策形成能力、専門的な知識や技能などの職員の多様な能力の開発に向け

て、総合的に資質を高めていくための職員研修の充実を図ります。 
また、職員の自主的な研究・学習活動を支援することにより、市民ニーズ

を把握しながら自ら考え自ら行動する職員の育成を進めます。 

 
② 職場環境の整備 

職員の業務に対する取り組み意欲の高揚を図り、各種研修への参加がしや

すい職場環境づくりに努め、併せて職員のメンタルヘルス対策を進めます。 

 
③ 人事評価システムの活用 

人材育成の視点から適切な職員研修等を推進するとともに、能力・実績を

重視した公正かつ客観的な人事評価システムを活用し、職員の能力開発、意

欲向上を図り、適正な人事管理の推進を図ります。 

 
 

５ 自主性・自立性の高い財政運営の確保 

(1) 経費の節減・合理化等による財政の健全化 

厳しい財政状況と今後の社会経済情勢の変化に対応するため、財政構造の改

善、歳出の抑制を行い、財政健全化をより一層積極的に推進します。 
また、税収入の確保、受益者負担の適正化等の財源の確保に努めるとともに、

限られた財源の重点配分と支出の効率化を図り、健全な財政運営を進めます。 

 
① 財政健全化のための計画の策定 

財政状況を分析した上で、事務事業の見直しを行い、歳出全般の効率化と

財源配分の重点化を図るとともに、財政健全化のための計画を策定し、財政

構造の改善を進めます。 

 
② 財政状況の公表 

財政状況が総合的に把握できるような情報を市民に提供するため、歳入歳

出の状況や各種の財政指標等の公表を行います。 
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③ 税収入の確保と受益者負担の適正化 
税負担の公平性の観点から、地方税の徴収率の向上に取り組み、その他の

収入等についても、受益者の負担の適正化や徴収率向上を図る等、自主財源

の確保に努めます。 

 

(2) 補助金等の整理合理化 

行政の責任分野、経費負担のあり方、行政効果等について検証し、補助金・

負担金等の総合的な整理合理化を進めます。 

 
① 補助金等の整理合理化 

すべての補助金等について、効果と妥当性等について新たな視点で見直し

を行い、補助金等の整理合理化を推進します。 
また、補助事業の終期の設定など、市民に対する説明責任を果たしながら、

補助金等の計画的な廃止・縮減を図ります。 

 

(3) 公共工事の効果的な執行と公正・透明性の確保 

市のまちづくりに必要な事業の重点化を図り、総合的に判断した効果的で、

適正な公共工事の執行を進めるとともに、入札・契約の適正化を図り、公共工

事の公正と透明性を確保します。 

 
① 公共工事の効果的執行 

公共工事については、地域の実情等を勘案しつつ、限られた財源の有効活

用、安全性などの確保に努めるとともに事業の重点化を図り、効果的で適正

な執行を進めます。 

 
② 公共工事の公正・透明性の確保 

公共工事の入札・契約行為に対する市民の信頼と透明性を確保するため、

情報の公開はもとより、より一層の入札・契約行為の適正化を図ります。 

 

(4) 公営企業の経営健全化 

水道事業、病院事業の地方公営企業については、独立採算制の原則に立ち、

市民サービスの維持・向上を図るため、定員管理の適正化をはじめ、民間委託

等の推進、施設運営の見直しなど経営の健全化と経営改革を推進します。 
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① 定員管理の適正化 
職務の性格や内容の特殊性に配慮しつつ、事務事業の見直しや組織体制の

見直しを行い、非常勤職員の有効活用等内部努力による効率化を進めます。 

 
② 民間委託等の推進 

市民サービスの維持・向上を図り、経営の独立採算等の視点から、民間委

託等に関する調査を実施し、事務事業の民間委託等を進めます。 

 
③ 経営の健全化と経営状況の公表 

計画性・透明性の高い公営企業の経営を図るため、経営計画の策定、業績

評価に向けての検討を進めます。また、市民にわかりやすい経営状況の公表

に努めます。 
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Ⅲ 第３期行政改革推進の重要施策 

 

１ 市民との協働 

  住んで良かったと思えるまち「南房総市」を実現するために、目的を共有し、市民同

士または市民と行政が、対等な立場で、主体性と自発性をもって責任と役割を分担し、

お互いの特性や能力を持ち寄って連携・協力して取り組みます。 

  （１）市民との協働の推進 

     ①すべての市民が行政参加できる環境づくり 

 
     ②男女共同参画社会の実現 

 

２ 事務事業の見直し 

  本改革においては、徹底的な事務事業の見直しを図り、縮減される財源の中でも耐え

うる行政システムを構築します。 

  （１）新たな行政システムの構築 

     ①新たな行政システムへの転換 

 

     ②外部委託・民間活力の導入 

 

     ③行政事務の電子化（ＯＡ化） 

 

     ④委員会・審議会等の見直し 

 

 

  （２）事務事業のコストの縮減・統合化 

     ①経費の節減等 

 
     ②健全な財政運営の確保 

 
     ③補助金等の適正化 

 
     ④業務の一元化 
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     ⑤公共的団体、出資法人の強化 

 
     ⑥公営企業の経営健全化 

 

３ 公共施設の適正な配置等の推進 

  将来のまちづくりを考慮し、財政負担の軽減・平準化を図るため、公共施設等総合管

理計画を策定し、すべての公共施設について総合的かつ計画的な管理を推進します。 

  （１）公共施設等総合管理計画の策定及び管理運営体制の充実 

     ①公共施設等の適正配置と効率的な運営 

   （２）公共施設等の有効活用 

     ①公共施設等の有効活用 

 

４ 組織機構の見直しと定員の適正化 

  合併による国の財政的支援が縮小していく中、身の丈に合った定員の管理を実施する

とともに、限られた職員数を最大限有効に機能できる組織機構の見直しを行います。 

  （１）組織機構の見直しと人員配置及び事務配分の見直し 

     ①組織機構の見直し 
 

     ②人員配置及び事務配分の見直し 

 

  （２）定員適正化と給与水準の適正化 

     ①定員の適正化 

 
     ②給与水準の適正化 

 

５ 人材育成による職員の資質の向上 

  縮減していく人的財産の資質を向上させ、行政効率を高めます。 

  （１）職員研修の充実 

     ①職員研修の充実 
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  （２）人事評価制度の活用 

     ①人事評価制度の活用 

６ 歳入の確保 

  徴収率の向上を図ることはもとより、自主財源の増収を図ることに努めます。 

  （１）税収入等の確保と自主財源の増収対策 

     ①税収入等の確保と受益者負担の適正化 

 
     ②自主財源の増収対策 
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用語解説                           

 
協働 

 市民、市民活動団体、事業者等及び市が、対等な関係に立ち、責任を共有し、お互いに

良きパートナーとして連携し、力を合わせてまちづくりに取り組むことです。 

 
男女共同参画社会 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における

活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、社会的、経済的及び文化的

利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会のことです。 

 

パブリックコメント制度 

 市の重要な計画や条例などを定める過程において、立案段階で、その内容をホームペー

ジ等で市民に公表して意見を募り、市民からの意見を反映させ、最終的な計画等を策定し

ていく制度のことです。また提出された意見に対する回答も公表していきます。 

 

ＮＰＯ 

ＮＰＯは、“Non Profit Organization”の略で、「民間非営利組織」と訳され、社会的

な使命の達成を目的とした民間の非営利組織を指します。また、法人格の有無や法人格の

種類（特定非営利活動法人、社団法人、財団法人、社会福祉法人、協同組合など）を問わ

ず、広く、民間の立場で、公共的なサービスの提供や社会的課題を解決するために活動す

る非営利の団体を指す場合もあります。 

 

情報セキュリティポリシー 

 ネットワークや組織内のセキュリティに関する基本的な方針や行動指針のことです。ネ

ットワークの利用法や、想定される脅威（天災等による回線断や不正侵入等）に対し、ハ

ードウェアの設置やソフトウェアの設定など必要な対処を行い、ネットワーク環境を構成

する個々の要素を適切に維持、運用していくために策定します。 

 

アウトソーシング 

 一般的には、業務の外部委託のことです。ここでは、民間委託だけでなく市民による業

務参加も含みます。広い意味では、民間事業者等、外部の機能や資源を活用することを指

すこともあります。 

 

メンタルヘルス対策 

メンタルとは「心の・精神の」、ヘルスは、「健康・保健」という意味で、一般的には「心

の健康」と訳されています。身体はもとより心の問題を含めて健全であるために、心の病

に陥った人の早期発見、及び治療と再発の防止対策を行うことです。 
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人事評価システム 

職員の意欲や能力の向上による人材育成を目的に、職員一人ひとりの職務遂行能力や仕

事の成果等を一定の基準と手続きに基づいて、公正・公平に評価する仕組みのことです。 
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の
適

正
化

・
・

・
・

2
2

　
①

　
新

た
な

行
政

シ
ス

テ
ム

へ
の

転
換

　
・

・
・

・
3

　
②

　
給

与
水

準
の

適
正

化
・

・
・

・
2
2

　
②

　
外

部
委

託
・

民
間

活
力

の
導

入
　

・
・

・
・

5
５

　
人

材
育

成
に

よ
る

職
員

の
資

質
の

向
上

　
③

　
行

政
事

務
の

電
子

化
・

・
・

・
6

(
１

)
　

職
員

研
修

の
充

実

　
④

　
委

員
会

・
審

議
会

等
の

見
直

し
　

・
・

・
・

7
　

①
　

職
員

研
修

の
充

実
・

・
・

・
2
3

(
２

)
　
事

務
事

業
の

コ
ス

ト
の

縮
減

・
統

合
化

(
２

)
　

人
事

評
価

制
度

の
活

用

　
①

　
経

費
の

節
減

等
　

・
・

・
・

8
　

①
　

人
事

評
価

制
度

の
活

用
・

・
・

・
2
4

　
②

　
健

全
な

財
政

運
営

の
確

保
　

・
・

・
・

1
2

６
　

歳
入

の
確

保

　
③

　
補

助
金

等
の

適
正

化
・

・
・

・
1
3

（
1
）

　
税

収
入

等
の

確
保

と
自

主
財

源
の

増
収

対
策

　
④

　
業

務
の

一
元

化
　

・
・

・
・

1
3

　
①

　
税

収
入

等
の

確
保

と
受

益
者

負
担

の
適

正
化

・
・

・
・

2
5

　
⑤

　
公

共
的

団
体

、
出

資
法

人
の

強
化

・
・

・
・

1
5

　
②

　
自

主
財

源
の

増
収

対
策

・
・

・
・

2
6

　
⑥

　
公

営
企

業
の

経
営

健
全

化
・

・
・

・
1
5

３
　

公
共

施
設

の
適

正
な

配
置

等
の

推
進

（
１

）
　

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
の

策
定

及
び

管
理

運
営

体
制

の
充

実

　
①

　
公

共
施

設
等

の
適

正
配

置
と

効
率

的
な

運
営

・
・

・
・

1
7

（
２

）
　

公
共

施
設

等
の

有
効

活
用

　
①

　
公

共
施

設
等

の
有

効
活

用
・

・
・

・
2
0

目
　

　
　

次
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１
　

市
民

と
の

協
働

(１
)　

市
民

と
の

協
働

の
推

進

　
①

　
す

べ
て

の
市

民
が

行
政

参
加

で
き

る
環

境
づ

く
り

　

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

地
域

づ
く

り
協

議
会

の
活

動
支

援
と

組
織

強
化

実
施

⇒
⇒

既
存

施
設

を
活

用
し

た
活

動
拠

点
整

備
実

施
⇒

⇒

市
民

活
動

応
援

事
業

の
推

進
実

施
⇒

⇒

対
話

と
交

流
の

場
の

提
供

と
新

た
な

人
材

の
発

掘
・

育
成

実
施

⇒
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
住
民

主
体

の
協

働
の

ま
ち
づ

く
り

支
援

・
地

域
内

の
連

携
・

協
力

体
制

の
確

立
既

存
団

体
（

地
域

づ
く

り
協

議
会

・
行

政
区

・
行

政
補

完
組

織
・

市
民

活
動

団
体

・
企

業
等

）
と

の
連

携
・

協
力

体
制

を
確

立
し

、
様

々
な

主
体

が
様

々
な

立
場

で
役

割
と

責
任

を
分

担
し

な
が

ら
、

共
に

地
域

を
支

え
て

い
く

仕
組

み
づ

く
り

、
組

織
づ

く
り

を
構

築
さ

せ
る

。
・

地
域

づ
く

り
活

動
拠

点
の

整
備

健
康

、
福

祉
、

防
災

、
産

業
振

興
、

子
育

て
等

様
々

な
分
野

を
多

角
的

か
つ

総
合

的
に

支
援

し
既

存
団

体
の

枠
を

超
え

た
事

業
に

繋
げ

る
た

め
、

活
動

中
心

、
情

報
発

信
、

相
談

窓
口

、
対

話
と

交
流

の
場

と
し

て
の

拠
点

整
備

を
推

進
す

る
。

企
画

部
市

民
協

働
課

2
市
民

活
動

団
体

と
の

持
続
可

能
な

協
働

の
ま

ち
づ
く

り
推

進

・
様

々
な

地
域

の
課

題
解

決
に

向
け

た
地

域
づ

く
り

活
動
は

、
そ

の
活

動
の

ほ
と

ん
ど

が
個

々
で

行
わ

れ
る

こ
と

が
主

で
あ

り
、

活
動

の
内

容
や

人
材

も
固

定
化

し
て

い
る

こ
と

な
ど

連
携

・
協

力
意

識
が

希
薄

化
し

て
い

る
状

況
を

改
善

し
て

い
く

た
め

、
様

々
な

主
体

（
市

民
・

活
動

団
体

等
）

が
連

携
意

識
を

高
め

、
そ

れ
ぞ

れ
の

役
割

を
認

識
し

、
協

力
し

て
課

題
を

解
決

し
て

い
く

仕
組

み
づ

く
り

を
構

築
し

て
行

く
必

要
が

あ
る

た
め

、
対

話
と

交
流

を
通

し
て

協
働

意
識

を
高

め
る

施
策

を
実

施
す

る
。

・
地

域
づ

く
り

を
継

続
・

持
続

的
に

進
め

て
い

く
た

め
に
は

、
新

た
な

人
材

の
発

掘
と

育
成

は
急

務
で

あ
り

、
高

齢
化

が
進

む
中

、
次

世
代

を
担

う
若

者
の

積
極

的
な

活
動

へ
の

参
加

を
促

す
と

と
も

に
、

新
た

な
視

点
・

目
線

（
女

性
・

子
ど

も
等

）
で

の
事

業
を

展
開

し
て

、
幅

広
い

世
代

で
性

別
に

拘
ら

な
い

地
域

づ
く

り
が

実
践

で
き

る
施

策
を

実
施

す
る

。

企
画

部
市

民
協

働
課

1
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

自
主

防
災

組
織

の
拡

充
実

施
⇒

見
直

し

道
路

補
修

の
施

工
方

法
の

見
直

し
実

施
⇒

⇒

市
道

草
刈

の
施

工
方

法
の

見
直

し
実

施
⇒

⇒

１
　

市
民

と
の

協
働

(１
)　

市
民

と
の

協
働

の
推

進

　
②

　
男

女
共

同
参

画
社

会
の

実
現

　

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

審
議

会
等

の
女

性
委

員
割

合
を

３
０

％
以

上
実

施
⇒

⇒

男
女

共
同

参
画

の
広

報
・

啓
発

の
実

施
実

施
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

3
自
主

防
災

組
織

の
拡

充
・

各
地

区
の

行
政

連
絡

員
会

議
等

に
お

い
て

、
自

主
防

災
組

織
の

体
制

強
化

や
自

主
防

災
組

織
補

助
金

の
活

用
を

推
進

し
、

地
域

防
災

の
意

識
向

上
を

図
る

。

市
民

生
活

部
消

防
防

災
課

4
道
路

維
持

管
理

方
法

の
見
直

し

・
「

市
民

と
の

協
働

」
の

推
進

に
よ

り
、

地
域

で
対

応
可
能

な
、

市
道

敷
の

草
刈

、
側

溝
清

掃
、

側
溝

蓋
据

付
、

常
温

合
材

等
に

よ
る

簡
易

な
舗

装
補

修
や

、
コ

ン
ク

リ
ー

ト
舗

装
の

打
替

え
を

地
元

施
工

で
実

施
す

る
。

・
今

後
は

施
工

方
法

の
選

定
に

あ
た

り
現

場
調

査
の

際
、
安

価
で

済
む

工
法

を
検

討
し

、
そ

の
現

場
に

見
合

っ
た

施
工

方
法

で
道

路
維

持
経

費
の

削
減

を
図

る
。

・
引

き
続

き
市

道
の

草
刈

や
、

簡
易

的
な

補
修

な
ど

地
域
で

で
き

る
こ

と
は

、
地

域
で

対
応

す
る

な
ど

、
市

民
と

の
協

働
の

推
進

を
図

り
道

路
維

持
経

費
の

削
減

を
図

る
。

建
設

環
境

部
建

設
課

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

1
男
女

共
同

参
画

社
会

の
実
現

・
男

女
共

同
参

画
の

推
進

を
図

る
た

め
に

は
、

政
策

・
方
針

決
定

の
場

に
男

女
が

共
に

参
画

す
る

機
会

を
増

や
す

必
要

が
あ

る
た

め
、

審
議

会
な

ど
に

お
け

る
女

性
委

員
の

登
用

割
合

を
３

０
％

以
上

と
な

る
よ

う
に

努
め

る
。

・
男

女
共

同
参

画
推

進
の

た
め

、
広

報
な

ど
を

通
じ

て
市
民

・
事

業
所

等
へ

男
女

共
同

意
識

の
啓

発
や

推
進

計
画

の
周

知
を

積
極

的
に

行
う

。

企
画

部
市

民
協

働
課

2
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２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(１
)　

新
た

な
行

政
シ

ス
テ

ム
の

構
築

　
①

　
新

た
な

行
政

シ
ス

テ
ム

へ
の

転
換

　

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

地
域

公
共

交
通

網
形

成
計

画
の

策
定

実
施

⇒
⇒

路
線

の
再

編
検

討
実

施
⇒

専
門

職
員

の
位

置
づ

け
検

討
実

施
⇒

⇒

各
種

研
修

等
へ

の
参

加
実

施
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
公
共

交
通

の
連

携
、

体
系
の

見
直

し

・
将

来
的

に
見

込
ま

れ
る

人
口

減
少

や
財

政
負

担
な

ど
の
当

市
を

取
り

巻
く

情
勢

を
視

野
に

入
れ

る
と

既
存

の
体

制
の

維
持

が
困

難
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
引

き
続

き
路

線
の

見
直

し
や

廃
止

な
ど

、
交

通
体

系
の

再
編

を
図

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

　
し

か
し

な
が

ら
、

現
時

点
で

は
交

通
に

か
か

る
全

体
計
画

が
整

備
さ

れ
て

い
な

い
こ

と
か

ら
、

こ
れ

ま
で

の
協

議
会

で
の

取
り

組
み

を
踏

ま
え

、
ま

ち
づ

く
り

と
連

携
し

た
持

続
可

能
な

交
通

体
系

の
形

成
に

向
け

、
地

域
公

共
交

通
網

形
成

計
画

策
定

に
か

か
る

調
査

を
行

い
、

南
房

総
市

地
域

公
共

交
通

活
性

化
協

議
会

等
に

お
い

て
全

体
計

画
を

策
定

し
た

う
え

で
路

線
の

再
編

を
進

め
る

。

企
画

部
企

画
政

策
課

2
戸
籍

事
務

専
門

職
員

の
育
成

・
戸

籍
専

任
職

員
と

し
て

位
置

づ
け

、
研

修
等

に
よ

り
知
識

を
習

得
し

、
専

門
性

を
も

っ
た

職
員

を
育

成
す

る
。

市
民

生
活

部
市

民
課

3
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

デ
ジ

タ
ル

航
空

写
真

撮
影

業
務

委
託

の
合

同
発

注
検

討
⇒

実
施

丸
山

・
和

田
地

区
学

童
保

育
所

の
あ

り
方

検
討

見
直

し

白
浜

地
区

学
童

保
育

所
の

あ
り

方
検

討
見

直
し

関
係

団
体

等
と

の
協

議
実

施
⇒

市
内

学
童

保
育

所
運

営
の

一
本

化
検

討
⇒

実
施

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

3

固
定

資
産

現
況

調
査

の
た
め

の
（

デ
ジ

タ
ル

航
空
写

真
撮

影
）

業
務

委
託
の

合
同

発
注

・
３

年
に

一
度

、
固

定
資

産
現

況
調

査
（

デ
ジ

タ
ル

航
空
写

真
撮

影
）

業
務

委
託

を
、

南
房

総
市

と
館

山
市

で
合

同
発

注
す

る
。

南
房

総
市

全
域

　
2
3
0
.
2
2
K
㎡

 
 
単

独
金

額
 
1
4
,
5
2
6
,
0
0
0
円

館
山

市
　

　
　

　
1
1
0
.
2
1
K
㎡

　
単

独
金

額
　

7
,
5
9
2
,
4
0
0
円

合
同

面
積

　
　

　
3
4
0
.
4
3
K
㎡

　
合

同
撮

影
し

た
金

額
　
1
8
,
1
4
4
,
0
0
0
円

合
同

按
分

　
1
2
,
3
3
3
,
6
0
0
円

（
南

房
総

市
）

合
同

按
分

　
5
,
7
9
9
,
6
0
0
円

（
館

山
市

）
　

端
数

調
整

　
（

1
0
,
8
0
0
円

）
※

合
同

発
注

に
よ

り
、

2
,
1
9
2
千

円
削

減
で

き
る

。

市
民

生
活

部
税

務
課

4
学
童

保
育

所
運

営
の

あ
り
方

検
討

・
平

成
２

８
年

度
に

小
学

校
の

再
編

が
予

定
さ

れ
て

い
る
丸

山
地

区
の

学
童

保
育

所
に

つ
い

て
、

今
後

の
学

童
保

育
所

の
あ

り
方

に
つ

い
て

、
検

討
を

行
う

と
共

に
関

係
団

体
と

協
議

し
、

必
要

に
応

じ
学

童
保

育
所

の
再

編
や

運
営

の
見

直
し

を
行

う
。

・
学

童
保

育
所

の
な

い
白

浜
小

学
校

区
に

お
い

て
、

関
係
団

体
等

と
協

議
を

重
ね

、
設

置
に

向
け

て
の

検
討

を
行

う
。

・
上

記
の

課
題

を
踏

ま
え

、
市

内
の

学
童

保
育

所
に

つ
い
て

、
公

設
民

営
（

業
務

委
託

・
指

定
管

理
）

又
は

民
設

民
営

等
の

運
営

の
一

本
化

を
検

討
す

る
。

教
育

委
員

会
子

ど
も

教
育

課

4
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２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(１
)　

新
た

な
行

政
シ

ス
テ

ム
の

構
築

　
②

　
外

部
委

託
・民

間
活

力
の

導
入

　

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

の
検

証
検

討
実

施
⇒

⇒

指
定

管
理

者
制

度
の

導
入

・
検

討

検
討

実
施

見
直

し
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
民
間

委
託

等
の

検
証

・
現

在
行

っ
て

い
る

事
務

事
業

に
つ

い
て

、
「

行
政

や
正
規

職
員

で
な

け
れ

ば
い

け
な

い
も

の
、

民
間

委
託

等
の

実
施

が
適

当
な

も
の

等
」

を
検

証
し

、
行

政
責

任
の

確
保

に
留

意
し

な
が

ら
、

経
費

の
削

減
に

な
る

か
を

見
極

め
、

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

を
実

施
す

る
。

総
務

部
行

革
財

政
課

2
公
共

施
設

の
管

理
運

営
方
法

の
見

直
し

・
指

定
管

理
者

制
度

未
導

入
の

施
設

に
つ

い
て

、
管

理
の
あ

り
方

や
費

用
対

効
果

を
検

討
し

、
指

定
管

理
者

制
度

の
活

用
が

適
正

な
施

設
に

つ
い

て
は

導
入

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

今
後

も
引

き
続

き
、

効
率

的
・

効
果

的
な

管
理

を
行

い
、

経
費

の
削

減
と

サ
ー

ビ
ス

の
向

上
を

図
る

。
・

ま
た

、
指

定
管

理
者

制
度

導
入

に
つ

い
て

、
職

員
の

理
解

・
認

識
を

深
め

る
と

と
も

に
、

よ
り

良
い

制
度

の
運

営
に

つ
い

て
調

査
研

究
を

推
進

す
る

。

総
務

部
行

革
財

政
課

5
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２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(１
)　

新
た

な
行

政
シ

ス
テ

ム
の

構
築

　
③

　
行

政
事

務
の

電
子

化
　

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

農
家

台
帳

デ
ー

タ
更

新
実

施
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1

農
地

基
本

台
帳

の
法

定
化
に

伴
う

、
デ

ー
タ

の
活
用

と
更

新
経

費
の

削
減

・
現

在
、

市
民

生
活

部
で

保
管

し
て

い
る

住
基

ﾃ
ﾞ
ｰ
ﾀ
と

資
産

税
ﾃ
ﾞ
ｰ
ﾀ
を

取
得

し
、

そ
の

ﾃ
ﾞ
ｰ
ﾀ
を

農
家

台
帳

に
と

り
込

み
ﾃ
ﾞ
ｰ
ﾀ
更

新
を
か

け
る

シ
ス

テ
ム

を
構

築
し

て
い

く
。

不
可

能
な

場
合

は
、

可
能

な
限

り
経

費
を

か
け

ず
更

新
で

き
る

よ
う

な
体

制
作

り
を

検
討

す
る

。

・
農

家
台

帳
の

法
定

化
に

伴
い

Ｇ
Ｉ

Ｓ
に

当
該

ﾃ
ﾞ
ｰ
ﾀ
を

反
映

さ
せ

、
地

図
上

で
農

地
の

情
報

を
確

認
で

き
る

よ
う

に
し

他
部

署
に

お
い

て
情

報
の

共
有

化
や

事
務

の
効

率
化

を
図

る
。

農
業

委
員

会

6
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２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(１
)　

新
た

な
行

政
シ

ス
テ

ム
の

構
築

　
④

　
委

員
会

・審
議

会
等

の
見

直
し

　

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

機
能

別
消

防
団

員
制

度
の

取
り

入
れ

検
討

⇒
実
施

広
域

消
防

と
の

連
携

実
施

⇒
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
非
常

備
消

防
の

運
営

の
見
直

し

・
消

防
団

の
定

数
及

び
分

団
の

統
合

に
つ

い
て

は
長

期
的
に

行
う

必
要

は
あ

る
が

、
消

防
団

員
団

員
数

の
減

少
が

進
む

中
、

新
た

な
取

り
組

み
と

し
て

機
能

別
消

防
団

員
制

度
を

取
り

入
れ

る
べ

く
、

消
防

団
組

織
検

討
委

員
会

で
検

討
を

進
め

る
。

市
民

生
活

部
消

防
防

災
課

2
常
備

消
防

と
の

連
携

・
平

成
2
1
年

度
に

策
定

さ
れ

た
将

来
の

安
房

郡
市

消
防

本
部

の
機

能
を

示
し

た
基

本
構

想
及

び
推

進
計

画
や

、
平

成
2
2
年

に
消

防
本
部

で
作

成
さ

れ
た

「
市

町
村

消
防

施
設

整
備

計
画

実
態

調
査

」
に

基
づ

き
、

常
備

消
防

の
消

防
力

検
討

委
員

会
に

お
い

て
常

備
消

防
と

消
防

団
の

連
携

に
つ

い
て

、
消

防
団

組
織

の
あ

り
方

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

市
民

生
活

部
消

防
防

災
課

7
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２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(２
)　

事
務

事
業

の
コ

ス
ト

の
縮

減
・統

合
化

　
①

　
経

費
の

節
減

等
　

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

公
用

自
動

車
の

適
正

配
置

検
討

実
施

⇒
見
直

し

共
用

車
制

度
の

実
施

検
討

実
施

⇒
見
直

し

低
燃

費
車

等
の

導
入

検
討

実
施

⇒
⇒

市
バ

ス
の

適
正

管
理

検
討

実
施

⇒
見
直

し

Ｌ
Ｅ

Ｄ
化

の
推

進
検

討
実

施
⇒

見
直

し

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
公
用

自
動

車
の

適
正

管
理

・
公

用
自

動
車

の
適

正
配

置
を

検
討

し
、

配
置

計
画

に
定
め

る
台

数
へ

調
整

す
る

。
ま

た
、

公
用

自
動

車
の

更
新

は
、

低
排

出
・

低
燃

費
の

低
公

害
車

や
軽

自
動

車
を

選
択

し
、

維
持

管
理

経
費

の
削

減
を

図
る

。
・

経
費

削
減

の
観

点
か

ら
、

共
用

車
制

度
の

実
施

を
検

討
し

、
公

用
自

動
車

の
有

効
活

用
を

図
る

。

総
務

部
行

革
財

政
課

2
市
バ

ス
の

管
理

運
営

市
バ

ス
の

使
用

見
直

し
と

し
て

、
有

料
道

路
代

と
駐

車
場
代

の
自

己
負

担
を

実
施

し
運

行
経

費
の

削
減

を
図

る
。

総
務

部
行

革
財

政
課

3
省
電

力
化

等
の

推
進

・
庁

舎
を

は
じ

め
と

す
る

施
設

の
照

明
器

具
に

L
E
D
等

の
省

電
力

製
品

の
導

入
を

費
用

対
効

果
に

留
意

し
な

が
ら

、
新

た
な

施
設

整
備

事
業

に
お

い
て

推
進

す
る

。

総
務

部
行

革
財

政
課

8
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

現
物

給
付

化
へ

の
移

行
検

討
実

施
実

施
⇒

臨
時

職
員

の
廃

止
検

討
実

施
実

施
⇒

生
活

困
窮

者
自

立
支

援
事

業
実

施
⇒

⇒

生
活

習
慣

病
予

防
健

診
の

見
直

し
検

討
実

施
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

4

重
度

心
身

障
害

者
（
児

）
医

療
費

等
助

成
事
業

に
お

け
る

現
物

給
付
方

式
へ

の
移

行

・
助

成
方

法
を

償
還

払
い

方
式

か
ら

現
物

給
付

方
式

（
受
給

券
）

に
す

る
。

平
成

2
7
年

度
　

現
物

給
付

移
行

の
準

備
、

8
月

か
ら

の
実
施

を
目

指
す

。
平

成
2
8
年

度
　

現
物

給
付

方
式

の
実

施
平

成
2
9
年

度
　

同
上

保
健

福
祉

部
社

会
福

祉
課

5
生
活

困
窮

者
自

立
支

援
事
業

の
実

施

・
平

成
2
7
年

度
か

ら
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

事
業

を
実

施
す

る
。

　
生

活
困

窮
者

へ
の

相
談

業
務

の
強

化
、

就
労

支
援

、
住
宅

確
保

、
家

計
管

理
を

重
点

的
事

業
と

し
て

行
う

。

平
成

2
7
年

度
：

委
託

事
業

者
を

選
定

の
う

え
、

業
務

委
託
契

約
を

締
結

し
、

事
業

を
開

始
す

る
。

就
労

支
援

の
た

め
、

企
業

等
に
中

間
的

就
労

（
慣

ら
し

就
労

的
）

へ
の

理
解

を
得

る
取

り
組

み
を

行
う
。

平
成

2
8
年

度
：

同
上

平
成

2
9
年

度
：

同
上

保
健

福
祉

部
社

会
福

祉
課

6
生
活

習
慣

病
予

防
健

診
の
見

直
し

・
4
0
歳

以
上

の
国

民
健

康
保

険
加

入
者

を
対

象
に

し
て

い
る

特
定

健
診

の
前

段
階

と
し

て
2
0
歳

か
ら

3
9
歳

ま
で

の
国

民
健

康
保

険
加
入

者
の

希
望

者
が

生
活

習
慣

病
予

防
健

診
と

し
て

実
施

で
き

る
よ

う
に

し
、

国
保

会
計

で
実

施
す

る
。

保
健

福
祉

部
健

康
支

援
課

市
民

生
活

部
保

険
年

金
課

9
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

親
善

交
流

ス
タ

ッ
フ

の
募

集
実

施
⇒

⇒

イ
ベ

ン
ト

交
流

等
の

実
施

実
施

⇒
⇒

消
費

者
相

談
の

充
実

実
施

⇒
⇒

遊
泳

区
域

の
縮

小
検

討
実

施
見
直

し

清
掃

頻
度

等
の

見
直

し
検

討
実

施
見
直

し

施
設

廃
止

協
議

実
施

⇒
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

7
友
好

姉
妹

都
市

イ
ベ

ン
ト
交

流
事

業
の

検
証

・
全

国
ハ

ー
ブ

サ
ミ

ッ
ト

連
絡

協
議

会
の

脱
会

・
友

好
都

市
と

の
交

流
は

、
交

流
事

業
を

通
じ

て
構

築
し
て

き
た

経
緯

経
過

が
あ

る
。

今
後

も
市

民
ツ

ア
ー

や
各

種
団

体
の

相
互

訪
問

、
文

化
・

経
済

交
流

な
ど

、
さ

ま
ざ

ま
な

分
野

で
市

民
間

の
相

互
交

流
を

一
層

推
進

す
る

。

商
工

観
光

部
商

工
課

8
消
費

者
行

政
活

性
化

事
業
に

よ
る

消
費

者
相

談
の
充

実

・
有

利
な

補
助

事
業

に
よ

り
、

効
果

的
な

啓
発

活
動

を
実
施

す
る

。
・

相
談

員
が

出
向

き
小

規
模

な
講

習
会

の
積

極
的

な
参

加
を

促
進

す
る

。
・

千
葉

県
弁

護
士

協
会

と
の

連
携

を
実

施
す

る
。

商
工

観
光

部
商

工
課

9
海
水

浴
場

の
見

直
し

・
海

岸
整

地
、

各
種

設
備

配
置

と
設

置
委

託
業

務
な

ど
に
つ

い
て

、
内

容
を

精
査

し
経

費
節

減
を

図
る

。

商
工

観
光

部
観

光
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

課

1
0

観
光

ト
イ

レ
管

理
事

業
・

清
掃

頻
度

等
を

見
直

し
、

経
費

節
減

を
図

る
。

・
施

設
の

廃
止

、
一

時
的

閉
鎖

や
清

掃
管

理
の

地
元

移
管
な

ど
を

関
係

者
と

協
議

す
る

。

商
工

観
光

部
観

光
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

課

1
0
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

委
託

業
務

内
容

の
見

直
し

実
施

⇒
⇒

施
設

の
整

理
統

合
実

施
⇒

⇒

指
定

管
理

の
見

直
し

実
施

検
討

⇒

道
の

駅
機

能
や

経
営

向
上

の
支

援
実

施
⇒

⇒

設
置

位
置

の
整

理
調

整
実

施
⇒

⇒

防
犯

灯
・

道
路

照
明

灯
の

L
E
D
化

検
討

実
施

⇒
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

1
1

公
園

・
遊

歩
道

管
理

事
業

・
観

光
客

が
訪

れ
る

こ
と

の
少

な
い

公
園

な
ど

に
つ

い
て
は

、
利

用
実

態
に

合
わ

せ
て

、
委

託
業

務
を

見
直

し
、

経
費

節
減

を
推

進
し

て
い

く
。

商
工

観
光

部
観

光
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

課

1
2

観
光

施
設

管
理

事
業

・
利

用
形

態
を

調
査

し
、

状
況

に
合

わ
せ

た
修

繕
・

改
修
を

行
う

と
と

も
に

、
危

険
な

物
件

や
改

修
の

難
し

い
施

設
に

つ
い

て
は

整
理

廃
止

す
る

。

商
工

観
光

部
観

光
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

課

1
3

道
の

駅
管

理
の

見
直

し

・
指

定
管

理
料

は
、

平
成

２
７

年
度

ま
で

段
階

的
に

削
減
を

行
う

。

・
平

成
２

８
年

度
以

降
は

、
経

費
等

を
精

査
す

る
と

と
も
に

、
経

営
向

上
の

支
援

を
行

い
、

適
正

な
指

定
管

理
を

進
め

、
将

来
的

に
は

経
営

状
況

を
良

く
し

た
上

で
見

直
し

の
検

討
を

行
う

。

商
工

観
光

部
観

光
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

課

1
4

防
犯

灯
・

道
路

照
明

の
管
理

の
見

直
し

・
防

犯
灯

・
道

路
照

明
の

設
置

の
必

要
性

を
精

査
し

、
設
置

位
置

を
調

整
す

る
。

・
管

理
台

帳
の

整
理

を
実

施
し

て
い

る
。

・
H
2
6
年

度
実

施
し

て
い

る
防

犯
灯

と
デ

ザ
イ

ン
灯

の
L
E
D
化

事
業

の
状

況
・

効
果

を
参

考
に

、
今

後
道

路
照

明
の

L
E
D
化

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

市
民

生
活

部
消

防
防

災
課

建
設

環
境

部
管

理
課

1
1
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

日
常

業
務

の
見

直
し

実
施

⇒
⇒

２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(２
)　

事
務

事
業

の
コ

ス
ト

の
縮

減
・統

合
化

　
②

　
健

全
な

財
政

運
営

の
確

保
　

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

市
債

の
見

直
し

実
施

⇒
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

1
5

日
常

業
務

の
改

善
を

恒
常
的

に
実

施
。

・
日

常
業

務
に

つ
い

て
の

全
庁

的
な

点
検

と
改

善
を

、
各
職

場
の

自
主

的
な

運
動

と
合

わ
せ

て
実

施
し

、
経

費
の

削
減

と
効

率
的

な
事

務
執

行
を

図
る

。
全

庁

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

1
市

債
の

見
直

し

①
臨

時
財

政
対

策
債

は
、

起
債

し
な

く
て

も
後

年
交

付
税
措

置
さ

れ
る

制
度

で
あ

り
、

現
状

で
は

、
一

般
財

源
不

足
は

発
生

し
て

お
ら

ず
、

起
債

し
た

う
え

で
、

基
金

積
立

て
を

図
っ

て
い

る
状

況
で

は
、

償
還

利
息

と
基

金
運

用
利

息
と

の
差

額
分

、
起

債
し

な
い

方
が

有
利

で
あ

り
、

臨
時

財
政

対
策

債
の

起
債

発
行

を
や

め
る

方
針

と
す

る
。

②
臨

時
財

政
対

策
債

の
起

債
発

行
を

や
め

る
こ

と
に

よ
り

、
大

幅
な

起
債

抑
制

は
図

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

起
債

発
行

を
控

え
て

い
た

、
事

務
費

分
に

対
す

る
起
債

及
び

合
併

支
援

事
業

資
金

と
し

て
無

利
子

で
借

り
入

れ
す

る
こ

と
が

で
き

る
千

葉
県

市
町

村
振

興
資

金
を

合
併

特
例

債
の

起
債

事
業

で
、

積
極

的
に

借
り

入
れ

る
方

針
に

改
め

る
。

③
起

債
償

還
に

対
す

る
利

子
支

払
額

の
減

を
図

る
た

め
、

平
成

2
5
年

度
か

ら
実

施
し

て
い

る
元

金
償

還
の

据
え
置

き
期

間
の

廃
止

と
銀

行
引

受
債

に
お

け
る

元
金

均
等

償
還

方
式

を
継

続
す

る
と

と
も

に
競

争
入

札
に

よ
る

借
り

入
れ

を
継

続
す

る
。

総
務

部
行

革
財

政
課

1
2
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２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(２
)　

事
務

事
業

の
コ

ス
ト

の
縮

減
・統

合
化

　
③

　
補

助
金

等
の

適
正

化

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

見
直

し
基

準
の

適
正

な
運

用
実

施
⇒

⇒

２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(２
)　

事
務

事
業

の
コ

ス
ト

の
縮

減
・統

合
化

　
④

　
業

務
の

一
元

化
　

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

基
幹

系
、

総
合

福
祉

系
及

び
内

部
情

報
系

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

回
線

の
統

合
検

討
⇒

実
施

情
報

機
器

の
台

数
及

び
配

置
見

直
し

検
討

 
実

施
見
直

し

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

1
補
助

金
等

の
適

正
化

・
事

務
事

業
自

体
の

見
直

し
を

根
本

的
に

実
施

し
、

補
助
金

の
見

直
し

基
準

の
適

正
な

運
用

を
行

う
。

・
補

助
金

等
交

付
団

体
の

自
立

に
向

け
、

指
導

や
支

援
を
行

い
育

成
す

る
。

全
庁

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

1
情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス
テ

ム
の

統
合

・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

仮
想

化
分

離
技

術
の

進
展

や
今

後
の
Ｌ

Ｇ
Ｗ

Ａ
Ｎ

（
総

合
行

政
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
）

の
活

用
な

ど
を

考
慮

し
て
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

回
線

の
統

合
を

検
討

す
る

。
・

基
幹

系
・

総
合

福
祉

系
シ

ス
テ

ム
と

内
部

情
報

系
シ

ス
テ

ム
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

回
線

の
統

合
検

討
及

び
実

施
に

よ
る

、
役

務
費

及
び

備
品

購
入

費
を

削
減

す
る

。
・

情
報

機
器

（
サ

ー
バ

ー
、

端
末

Ｐ
Ｃ

及
び

プ
リ

ン
タ

）
の

台
数

及
び

配
置

見
直

し
に

よ
る

、
需

用
費

及
び

備
品

購
入

費
を

削
減

す
る

。

企
画

部
情

報
推

進
課

1
3
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

国
　

通
常

国
会

に
お

け
る

国
保

法
改

正
及

び
法

令
整

備
実

施
⇒

⇒

都
道

府
県

に
お

け
る

保
険

者
機

能
構

築
検

討
⇒

実
施

市
町

村
及

び
都

道
府

県
の

調
整

検
討

実
施

市
町

村
及

び
都

道
府

県
最

終
準

備
実

施

安
房

郡
市

の
共

同
事

務
体

制
検

討
⇒

移
動
準

備

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

2

国
民

健
康

保
険

事
業

の
保
険

者
の

都
道

府
県

へ
の
移

行
に

よ
る

国
保

特
別
会

計
繰

出
金

（
平

成
3
0
年

度
）

の
削

減

・
平

成
３

０
年

度
に

国
民

健
康

保
険

事
業

の
保

険
者

が
都
道

府
県

に
移

行
さ

れ
る

予
定

で
あ

る
。

こ
れ

に
よ

り
、

想
定

さ
れ

る
財

政
的

削
減

は
、

一
般

会
計

繰
出

金
中

基
盤

安
定

繰
出

金
の

保
険

者
支

援
分

（
1
8
2
,
8
9
7
千

円
）

、
出

産
育

児
一

時
均

等
繰

出
金

（
1
2
,
0
4
0
千

円
）

、
財

政
安

定
化

支
援

事
業

繰
出

金
（

3
7
,
5
2
4
千

円
）

で
あ

る
。

・
ま

た
、

国
保

担
当

職
員

に
つ

い
て

は
、

３
名

程
度

の
削
減

が
可

能
と

思
わ

れ
る

。

市
民

生
活

部
保

険
年

金
課

3
保
険

者
移

行
に

伴
う

社
会
保

障
・

社
会

福
祉

の
広
域

連
合

へ
の

検
討

・
保

険
年

金
課

に
つ

い
て

は
、

国
民

健
康

保
険

・
後

期
高
齢

者
医

療
・

国
民

年
金

を
事

務
分

掌
と

し
て

い
る

が
、

国
保

の
保

険
者

移
行

に
伴

っ
て

職
員

数
が

削
減

と
な

り
、

一
課

と
し

て
の

効
率

・
自

立
性

が
損

な
わ

れ
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

こ
れ

に
伴

い
、

現
状

の
事

務
や

将
来

の
在

り
方

を
見

据
え

た
う

え
で

は
、

国
保

・
後

期
に

つ
い

て
は

、
医

療
費

適
正

化
に

向
け

て
、

更
な

る
保

健
事

業
の

充
実

が
求

め
ら

れ
て

い
る

点
及
び

医
療

と
介

護
の

連
携

の
た

め
の

包
括

支
援

体
制

の
拡

充
実

施
が

必
須

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

国
保

・
後

期
と

保
健

・
介

護
の

一
体

的
な

事
務

の
遂
行

が
望

ま
れ

る
。

・
他

方
、

こ
れ

ら
の

事
務

は
、

南
房

総
市

の
特

色
に

伴
う
性

質
よ

り
安

房
地

域
全

体
と

し
て

の
同

一
的

な
資

源
（

人
・

も
の

・
金

）
の

活
用

が
よ

り
効

率
的

で
あ

る
の

で
、

安
房

郡
市

が
協

調
し

合
い

そ
れ

ぞ
れ

の
自

治
体

の
社

会
保

障
・

社
会

福
祉

の
充

実
が

よ
り

効
果

的
で

あ
り

、
社

会
保

障
・

福
祉

の
広

域
連

合
（

郡
市

一
部

事
務

組
合

）
で

の
実

施
に

つ
い

て
検

討
が

求
め

ら
れ

る
。

市
民

生
活

部
保

険
年

金
課

1
4
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２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(２
)　

事
務

事
業

の
コ

ス
ト

の
縮

減
・統

合
化

　
⑤

　
公

共
的

団
体

、
出

資
法

人
の

強
化

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

第
三

セ
ク

タ
ー

へ
の

指
導

・
助

言
実

施
⇒

⇒

２
　

事
務

事
業

の
見

直
し

(２
)　

事
務

事
業

の
コ

ス
ト

の
縮

減
・統

合
化

　
⑥

　
公

営
企

業
の

経
営

健
全

化

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

診
療

材
料

の
共

同
交

渉
に

よ
る

購
入

実
施

⇒
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

1
第
三

セ
ク

タ
ー

の
地

域
波
及

効
果

向
上

の
た

め
の
指

導
・

助
言

・
今

の
規

模
で

各
三

セ
ク

の
課

題
を

そ
れ

ぞ
れ

改
善

し
な
が

ら
、

経
営

を
安

定
さ

せ
波

及
効

果
を

高
め

る
こ

と
が

良
策

と
考

え
る

。
・

再
編

に
つ

い
て

は
、

各
三

セ
ク

の
運

営
の

指
導

や
支

援
を

実
施

し
、

経
営

と
波

及
効

果
の

状
況

を
見

な
が

ら
、

必
要

に
応

じ
て

検
討

を
行

う
。

商
工

観
光

部
観

光
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

課

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

1
病
院

事
業

の
コ

ス
ト

縮
減

・
診

療
材

料
共

同
交

渉
に

よ
る

材
料

購
入

は
、

協
会

に
加
盟

し
て

い
る

病
院

の
経

営
安

定
を

目
的

と
し

て
お

り
、

収
入

は
診

療
報

酬
で

決
ま

っ
た

金
額

で
あ

り
、

診
療

材
料

費
の

削
減

に
よ

っ
て

病
院

経
営

の
安

定
が

図
ら

れ
る

。

富
山

国
保

病
院

1
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

他
の

医
療

機
関

と
の

連
携

強
化

実
施

⇒
⇒

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
よ

る
Ｐ

Ｒ
実

施
⇒

⇒

配
水

管
布

設
替

実
施

⇒
⇒

浄
水

場
排

水
処

理
施

設
整

備
工

事
実

施
⇒

P
A
C
、

次
亜

、
苛

性
、

活
性

炭
注

入
設

備
工

事
実

施
⇒

水
質

計
装

設
備

更
新

工
事

実
施

⇒

3
浄

水
場

受
電

設
備

更
新

工
事

実
施

⇒

ダ
ム

ゲ
ー

ト
補

修
工

事
実

施
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

2
医
業

収
益

の
増

収
対

策

・
他

の
医

療
機

関
と

の
連

携
強

化
対

策
。

　
病

院
経

営
の

中
で

最
も

重
要

で
あ

る
と

思
わ

れ
る

の
が
、

入
院

ベ
ッ

ト
の

利
用

状
況

で
あ

る
と

考
え

る
。

平
成

２
５

年
度

末
の

病
床

利
用

率
は

、
６

１
．

５
％

で
あ

り
、

適
正

な
病

床
利

用
率

は
７

０
％

以
上

と
さ

れ
て

い
る

事
か

ら
利

用
率

向
上

の
た

め
、

他
の

医
療

機
関

等
と

の
更

な
る

連
携

強
化

を
図

り
、

患
者

様
の

紹
介

や
斡

旋
に

よ
り

経
営

の
安

定
に

努
め

る
。

・
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

よ
る

病
院

の
紹

介
。

　
病

院
を

広
く

紹
介

す
る

こ
と

で
、

増
患

対
策

に
努

め
る
。

富
山

国
保

病
院

3
重
要

拠
点

施
設

へ
の

安
定
供

給
の

確
保

及
び

経
営
の

効
率

化

・
石

綿
セ

メ
ン

ト
管

の
布

設
替

え
を

実
施

す
る

。
（

1
）

整
備

期
間

　
　

平
成

２
６

年
度

～
平

成
３

３
年

度
　

　
８

か
年

（
2
）

配
水

管
布

設
替

延
長

　
　

L
=
8
,
6
5
3
ｍ

（
3
）

総
事

業
費

　
　

　
　

　
　

　
　

8
7
6
,
0
0
0
千

円

水
道

局

4
浄
水

場
施

設
整

備
及

び
管
理

の
一

元
化

・
市

内
３

浄
水

場
の

排
水

処
理

施
設

の
整

備
を

行
う

。
・

白
浜

浄
水

場
に

つ
い

て
は

、
排

水
の

前
処

理
施

設
を

設
置

し
、

処
理

後
小

向
浄

水
場

へ
搬

送
し

後
処

理
を

行
う

。
・

富
山

浄
水

場
に

つ
い

て
は

、
同

じ
く

前
処

理
施

設
を

設
置

し
、

可
能

で
あ

れ
ば

後
処

理
(
天

日
乾

燥
)
も

実
施

し
た

い
。

・
小

向
浄

水
場

に
つ

い
て

は
、

老
朽

化
し

た
施

設
の

更
新
を

行
う

。
た

だ
し

、
利

用
可

能
な

施
設

は
、

既
設

を
再

利
用

す
る

こ
と

と
す

る
。

・
３

浄
水

場
に

活
性

炭
注

入
設

備
を

設
置

及
び

整
備

す
る
。

・
富

山
浄

水
場

及
び

小
向

系
の

次
亜

塩
素

注
入

設
備

を
整

備
す

る
。

・
富

山
浄

水
場

薬
品

槽
が

屋
外

の
た

め
、

建
屋

を
設

置
す

る
。

・
富

山
浄

水
場

及
び

小
向

浄
水

場
の

水
質

計
装

設
備

増
設

及
び

更
新

す
る

。
・

３
浄

水
場

の
受

電
設

備
更

新
す

る
。

・
小

向
ダ

ム
ゲ

ー
ト

を
２

カ
年

で
補

修
す

る
。

・
白

浜
浄

水
場

急
速

ろ
過

機
更

新
す

る
。

水
道

局

1
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３
　

公
共

施
設

の
適

正
な

配
置

等
の

推
進

（１
）　

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
の

策
定

及
び

管
理

運
営

体
制

の
充

実

　
①

　
公

共
施

設
等

の
適

正
配

置
と

効
率

的
な

運
営

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
の

策
定

実
施

⇒
⇒

進
捗

管
理

及
び

見
直

し
実

施
見

直
し

⇒

実
際

の
運

用
形

態
に

合
わ

せ
た

施
設

管
理

検
討

実
施

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
公
共

施
設

等
総

合
管

理
計
画

の
策

定
及

び
進

捗
管
理

・
老

朽
化

の
状

況
や

利
用

状
況

を
は

じ
め

と
し

た
公

共
施
設

等
の

状
況

、
総

人
口

や
年

代
別

人
口

に
つ

い
て

の
今

後
の

見
通

し
、

公
共

施
設

等
の

維
持

管
理

・
修

繕
・

更
新

等
に

係
る

中
長

期
的

な
経

費
の

見
込

み
や

こ
れ

ら
の

経
費

に
充

当
可

能
な

財
源

等
の

見
込

み
等

を
客

観
的

に
把

握
・

分
析

す
る

。
・

将
来

的
な

ま
ち

づ
く

り
の

視
点

か
ら

検
討

を
行

い
、

市
と

し
て

更
新

・
統

廃
合

・
長

寿
命

化
な

ど
、

ど
の

よ
う

に
公

共
施

設
等

を
管

理
し

て
い

く
か

に
つ

い
て

、
現

状
や

課
題

に
対

す
る

認
識

を
踏

ま
え

た
基

本
的

な
考

え
方

を
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

と
し

て
策

定
す

る
。

・
計

画
策

定
後

は
、

計
画

に
基

づ
く

進
捗

状
況

を
把

握
し
、

適
正

な
管

理
を

行
う

。

総
務

部
行

革
財

政
課

2
千
倉

社
会

福
祉

セ
ン

タ
ー

運
用

形
態

に
合

わ
せ
た

施
設

管
理

の
変

更

・
総

務
課

を
通

じ
て

関
係

者
と

協
議

の
う

え
、

現
状

に
合
わ

せ
た

施
設

管
理

を
図

る
。

平
成

2
7
年

度
：

総
務

課
を

通
じ

て
関

係
者

で
協

議
す

る
。

平
成

2
8
年

度
：

現
状

に
合

わ
せ

た
施

設
管

理
を

行
う

。
平

成
2
9
年

度
：

同
上

注
：

協
議

が
整

わ
な

い
場

合
、

地
元

へ
の

施
設

譲
渡

を
検
討

す
る

。

保
健

福
祉

部
社

会
福

祉
課

1
7
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

施
設

再
編

検
討

実
施

⇒

代
替

施
設

機
能

強
化

実
施

地
域

住
宅

計
画

に
よ

る
計

画
的

な
整

備
の

実
施

実
施

⇒
⇒

住
宅

及
び

用
地

の
払

下
げ

実
施

⇒
⇒

白
渚

団
地

解
体

実
施

千
田

黒
潮

団
地

共
用

部
分

改
修

実
施

経
常

的
修

繕
料

の
減

（
3
0

年
度

～
）

久
枝

・
豊

年
川

雑
排

水
処

理
施

設
解

体
設

計
実

施

久
枝

・
豊

年
川

雑
排

水
処

理
施

設
解

体
工

事
実

施

岡
本

川
・

白
浜

雑
排

水
処

理
施

設
廃

止
協

議
実

施
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

3

農
業

関
係

施
設

の
再

編
（
富

山
農

産
物

加
工

施
設
、

丸
山

農
業

者
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
セ

ン
タ
ー

）

・
利

用
者

と
協

議
を

進
め

、
施

設
再

編
に

向
け

た
合

意
形
成

を
図

る
。

農
林

水
産

部
農

林
水

産
課

4
市
営

住
宅

の
管

理

・
施

設
の

老
朽

化
と

安
全

性
の

確
保

か
ら

、
地

域
住

宅
計
画

等
に

よ
る

計
画

的
な

住
宅

環
境

の
整

備
を

図
る

。
・

富
浦

富
山

地
区

に
お

け
る

必
要

戸
数

の
建

替
え

を
実

施
す

る
。

当
該

必
要

戸
数

は
入

居
者

へ
の

意
向

調
査

に
よ

り
把

握
す

る
も

の
と

し
、

土
地

建
物

の
払

下
げ

を
希

望
す

る
入

居
者

に
対

し
て

は
、

積
極

的
に

払
下

げ
を

実
施

す
る

。
・

な
お

、
老

朽
化

が
著

し
い

住
宅

に
つ

い
て

、
入

居
者

の
退

去
後

に
取

壊
し

を
実

施
す

る
。

建
設

環
境

部
管

理
課

5
雑
排

水
処

理
施

設
維

持
管
理

事
業

の
見

直
し

・
雑

排
水

処
理

施
設

の
う

ち
久

枝
施

設
に

つ
い

て
は

、
解
体

を
実

施
す

る
。

・
関

係
機

関
と

の
調

整
の

進
捗

次
第

に
よ

り
、

豊
年

川
施
設

の
解

体
事

業
も

併
せ

て
進

め
て

い
く

。
・

岡
本

川
及

び
白

浜
の

施
設

に
つ

い
て

は
、

関
係

機
関

と
の

協
議

調
整

を
進

め
て

い
く

。

建
設

環
境

部
環

境
保

全
課

1
8
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

丸
山

地
区

の
2
幼

・
2
小

の
再

編
検

討
実

施
⇒

丸
山

地
区

及
び

和
田

地
区

の
4
幼

・
4
小

の
再

編
検

討
⇒

⇒

閉
園

・
閉

校
施

設
の

利
活

用
検

討
⇒

⇒

活
用

事
業

者
に

よ
る

施
設

運
営

実
施

⇒
⇒

施
設

取
壊

し
概

略
設

計
実

施

施
設

取
壊

し
実

施
設

計
監

理
実

施

施
設

取
壊

し
工

事
実

施

施
設

管
理

運
営

体
制

の
見

直
し

検
討

実
施

⇒

協
働

事
業

の
構

築
検

討
⇒

実
施

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

6
学
校

等
再

編
の

推
進

・
丸

山
地

区
及

び
和

田
地

区
の

学
校

再
編

検
討

委
員

会
を
合

同
で

行
い

、
再

編
方

針
を

検
討

し
て

い
る

。
・

閉
園

・
閉

校
施

設
（

七
浦

幼
・

小
、

忽
戸

幼
・

小
）

の
利

活
用

方
法

に
つ

い
て

、
公

募
に

よ
り

ア
イ

デ
ィ

ア
を

募
集

し
、

地
域

住
民

の
意

向
を

考
慮

し
な

が
ら

検
討

し
て

い
る

。

【
目

標
数

値
】

H
2
8
年

度
・

・
・

幼
稚

園
8
園

、
小

学
校

8
校

、
中

学
校

6
校

H
3
1
年

度
・

・
・

幼
稚

園
6
園

、
小

学
校

6
校

、
中

学
校

6
校
＜

参
考

＞

教
育

委
員

会
学

校
再

編
推

進
課

7
白
浜

フ
ロ

ー
ラ

ル
ホ

ー
ル
利

活
用

の
検

討

・
白

浜
フ

ロ
ー

ラ
ル

ホ
ー

ル
に

関
し

て
は

、
年

間
維

持
費
が

管
理

委
託

費
だ

け
で

約
１

,
０

０
０

万
円

以
上

必
要

と
さ

れ
、

施
設

利
用

料
は

１
０

０
万

円
に

満
た

な
い

現
状

で
あ

る
。

・
施

設
の

老
朽

化
や

今
後

の
経

費
削

減
の

観
点

か
ら

、
白
浜

フ
ロ

ー
ラ

ル
ホ

ー
ル

及
び

白
浜

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

は
ま

ゆ
う

活
用

に
つ

い
て

、
広

く
そ

の
手

法
を

全
国

的
に

公
募

す
る

。
・

効
果

的
な

利
活

用
が

図
れ

な
け

れ
ば

、
解

体
を

行
う

。

教
育

委
員

会
生

涯
学

習
課

8
公
民

館
施

設
再

編
に

伴
う
管

理
運

営
体

制
の

整
備

・
各

施
設

の
職

員
（

非
常

勤
職

員
含

む
）

の
所

掌
事

務
及
び

管
理

運
営

体
制

の
見

直
し

を
関

係
部

署
と

協
議

す
る

。

・
地

域
の

学
習

ニ
ー

ズ
に

あ
っ

た
生

涯
学

習
事

業
を

推
進
す

る
。

・
課

の
横

断
的

事
業

展
開

に
よ

り
、

事
業

の
集

約
や

非
常
勤

職
員

の
削

減
な

ど
に

つ
な

げ
る

。

教
育

委
員

会
生

涯
学

習
課

1
9
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３
　

公
共

施
設

の
適

正
な

配
置

等
の

推
進

（２
）　

公
共

施
設

等
の

有
効

活
用

　
①

　
公

共
施

設
等

の
有

効
活

用

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

遊
休

財
産

の
調

査
実

施
⇒

⇒

遊
休

財
産

の
貸

付
実

施
⇒

⇒

遊
休

財
産

の
売

却
実

施
⇒

⇒

資
料

デ
ー

タ
分

類
，

展
示

用
資

料
選

択
・

移
動

実
施

⇒
⇒

資
料

館
の

改
修

に
か

か
る

設
計

及
び

改
修

検
討

⇒
⇒

条
例

改
正

（
廃

止
・

設
置

及
び

管
理

）
検

討
⇒

⇒

資
料

館
職

員
・

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

へ
の

指
導

・
育

成
検

討
⇒

⇒

富
山

及
び

白
浜

民
俗

資
料

館
の

取
壊

し
検

討
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
公
有

財
産

の
有

効
活

用

・
遊

休
財

産
に

つ
い

て
現

状
を

把
握

し
、

財
源

確
保

の
た
め

の
積

極
的

な
貸

付
や

売
却

を
実

施
す

る
。

・
長

尾
幼

・
小

の
利

活
用

方
法

に
つ

い
て

、
公

募
に

よ
り
ア

イ
デ

ィ
ア

を
募

集
し

貸
付

や
売

却
の

検
討

を
実

施
し

て
い

る
。

総
務

部
行

革
財

政
課

2
学
校

再
編

に
伴

う
跡

地
を
利

用
し

た
文

化
財

資
料
の

集
約

・
市

内
の

文
化

財
資

料
を

、
（

仮
称

）
南

房
総

市
郷

土
資
料

館
（

兼
文

化
財

セ
ン

タ
ー

）
に

一
括

集
約

し
、

文
化

財
を

活
用

し
た

伝
承

・
保

存
の

場
や

学
び

や
交

流
の

場
と

し
て

機
能

さ
せ

る
。

・
市

内
の

文
化

財
資

料
を

保
存

・
展

示
で

き
る

施
設

に
一
括

集
約

す
る

。

・
老

朽
化

が
進

ん
で

い
る

富
山

民
俗

資
料

館
及

び
白

浜
民
俗

資
料

館
に

つ
い

て
は

、
撤

去
を

検
討

す
る

。

教
育

委
員

会
生

涯
学

習
課

2
0

40



４
　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
定

員
の

適
正

化

（１
）　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
人

員
配

置
及

び
事

務
配

分
の

見
直

し

　
①

　
組

織
機

構
の

見
直

し

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

本
庁

機
構

の
見

直
し

検
討

実
施

見
直

し
⇒

⇒

支
所

・
出

張
所

体
制

の
検

討
検

討
⇒

⇒

４
　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
定

員
の

適
正

化

（１
）　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
人

員
配

置
及

び
事

務
配

分
の

見
直

し

　
②

　
人

員
配

置
及

び
事

務
配

分
の

見
直

し

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

人
員

配
置

の
見

直
し

検
討

実
施

見
直

し
⇒

⇒

事
務

配
分

の
見

直
し

検
討

実
施

見
直

し
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
組
織

機
構

の
見

直
し

・
中

長
期

的
な

視
点

で
支

所
・

出
張

所
の

あ
り

方
を

検
討
す

る
と

と
も

に
、

本
庁

業
務

の
見

直
し

を
適

宜
図

り
、

適
正

な
行

政
機
構

改
革

を
実

施
す

る
。

・
部

や
課

の
統

廃
合

等
に

よ
り

、
組

織
を

ス
リ

ム
化

す
る
。

総
務

部
総

務
課

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
人
員

配
置

及
び

事
務

配
分
の

見
直

し
・

定
員

適
正

化
に

取
り

組
む

中
、

本
庁

業
務

の
見

直
し

に
よ

り
、

機
能

的
な

人
員

配
置

や
事

務
分

掌
の

見
直

し
を

実
施

す
る

。
総

務
部

総
務

課

2
1
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４
　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
定

員
の

適
正

化

（２
）　

定
員

適
正

化
と

給
与

水
準

の
適

正
化

　
①

　
定

員
の

適
正

化

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

定
員

適
正

化
計

画
の

策
定

実
施

見
直

し
⇒

定
員

適
正

化
実

施
⇒

⇒

退
職

勧
奨

制
度

を
活

用
し

た
職

員
数

の
削

減
実

施
⇒

⇒

４
　

組
織

機
構

の
見

直
し

と
定

員
の

適
正

化

（２
）　

定
員

適
正

化
と

給
与

水
準

の
適

正
化

　
②

　
給

与
水

準
の

適
正

化

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

適
正

な
給

与
制

度
の

見
直

し
実

施
⇒

⇒

各
種

手
当

て
の

見
直

し
実

施
⇒

⇒

勤
務

実
績

の
給

与
へ

の
反

映
実

施
⇒

⇒

給
与

支
給

状
況

の
公

表
実

施
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
定
員

適
正

化
計

画
の

策
定
と

定
員

適
正

化

・
長

期
的

な
視

点
か

ら
第

３
期

定
員

適
正

化
計

画
を

策
定
し

、
適

正
定

員
へ

の
転

換
を

図
る

た
め

、
退

職
者

に
対

す
る

新
規

採
用

の
抑

制
を

行
う

。
・

退
職

勧
奨

制
度

を
活

用
し

た
職

員
数

の
削

減
を

行
う

。

【
計

画
目

標
】

平
成

3
0
年

4
月

1
日

の
職

員
数

を
５

１
３

人
と

す
る

。
※

平
成

2
6
年

4
月

1
日

の
職

員
数

５
４

０
人

を
基

準
に

、
２
７

人
（

△
5
.
0
％

）
を

削
減

す
る

。

総
務

部
総

務
課

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
職
員

給
与

の
適

正
化

　
今

後
も

人
事

院
勧

告
及

び
千

葉
県

人
事

委
員

会
勧

告
及
び

そ
の

実
施

状
況

を
勘

案
し

、
国

及
び

千
葉

県
に

準
ず

る
方

向
で

給
与

の
適

正
化

を
図

っ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

　
・

適
正

な
給

与
制

度
の

見
直

し
　

・
各

種
手

当
の

見
直

し
　

・
勤

務
実

績
の

給
与

へ
の

反
映

　
・

給
与

支
給

状
況

の
公

表

総
務

部
総

務
課

2
2
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５
　

人
材

育
成

に
よ

る
職

員
の

資
質

の
向

上

(１
)　

職
員

研
修

の
充

実

　
①

　
職

員
研

修
の

充
実

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

国
・

県
・

他
市

・
民

間
へ

の
派

遣
見

直
し

実
施

⇒
⇒

研
修

機
関

で
の

研
修

実
施

⇒
⇒

自
ら

考
え

自
ら

行
う

研
修

会
実

施
⇒

⇒

新
規

採
用

職
員

に
係

る
人

材
育

成
研

修
実

施
⇒

⇒

外
部

講
師

に
よ

る
研

修
会

実
施

⇒
⇒

院
内

研
修

の
実

施
実

施
⇒

⇒

外
部

団
体

等
の

各
種

研
修

会
参

加
実

施
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
　

職
員

研
修

の
充

実

・
引

き
続

き
、

今
ま

で
の

あ
り

方
を

維
持

し
て

い
く

も
の
と

す
る

が
、

マ
ン

ネ
リ

化
に

配
慮

す
る

と
と

も
に

、
研

修
に

参
加

し
や

す
い

職
場

環
境

づ
く

り
を

行
い

、
研

修
に

参
加

で
き

る
機

会
を

よ
り

多
く

創
出

し
て

い
く

。
・

今
後

は
、

外
部

講
師

に
よ

る
職

員
全

体
へ

の
研

修
を

実
施

す
る

こ
と

で
、

職
員

の
資

質
向

上
を

さ
ら

に
図

る
。

総
務

部
総

務
課

２
病
院

の
職

員
研

修
の

充
実

・
院

内
に

お
け

る
各

種
研

修
の

実
施

。
　

患
者

様
の

満
足

度
向

上
の

た
め

に
、

感
染

対
策

、
医

療
安

全
、

薬
事

、
給

食
等

に
関

す
る

対
策

会
議

を
毎

月
開

催
し

、
院

内
に

お
け

る
各

種
対

策
を

充
実

す
る

こ
と

で
患

者
様

の
満

足
度

の
向

上
を

図
る

。

・
外

部
団

体
等

の
各

種
研

修
会

参
加

。
　

千
葉

県
内

の
団

体
や

安
房

医
師

会
な

ど
の

各
種

研
修

会
に

参
加

し
、

技
術

の
向

上
に

努
め

る
。

富
山

国
保

病
院

2
3
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５
　

人
材

育
成

に
よ

る
職

員
の

資
質

の
向

上

(２
)　

人
事

評
価

制
度

の
活

用

　
①

　
人

事
評

価
制

度
の

活
用

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

評
価

制
度

の
適

切
な

運
用

実
施

見
直

し
検

討
⇒

⇒

評
価

者
研

修
の

実
施

実
施

⇒
⇒

評
価

結
果

の
活

用
一

部
実

施
見

直
し

検
討

⇒
⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

主
と

な
る

所
管

課

1
人
事

評
価

制
度

の
充

実
と
活

用

・
取

扱
マ

ニ
ュ

ア
ル

等
の

策
定

、
評

価
者

研
修

、
評

価
に
係

る
相

談
対

応
及

び
制

度
運

用
の

検
証

等
を

行
い

、
評

価
制

度
に

対
す

る
職

員
の

理
解

促
進

と
納

得
性

の
向

上
を

図
り

、
「

人
事

評
価

制
度

」
の

定
着

化
を

推
進

す
る

。
①

評
価

制
度

の
適

切
な

運
用

　
取

扱
マ

ニ
ュ

ア
ル

等
に

定
め

ら
れ

て
い

る
評

価
プ

ロ
セ
ス

や
実

施
手

順
等

を
適

切
に

運
用

し
、

公
正

か
つ

公
平

な
評

価
を

行
う

。
②

評
価

者
研

修
の

実
施

　
評

価
制

度
の

仕
組

み
等

の
理

解
や

評
価

に
関

す
る

手
法
等

を
習

得
す

る
た

め
、

評
価

者
研

修
を

計
画

的
に

実
施

す
る

。
③

評
価

結
果

の
活

用
 
 
改

正
地

方
公

務
員

法
に

規
定

す
る

人
事

評
価

に
基

づ
く
措

置
と

し
て

、
任

用
、

給
与

、
免

職
降

任
、

人
材

育
成

へ
の

活
用

方
法

を
検

討
し

、
適

宜
実

施
す

る
。

総
務

部
総

務
課

2
4
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６
　

歳
入

の
確

保

（1
）　

税
収

入
等

の
確

保
と

自
主

財
源

の
増

収
対

策

　
①

　
税

収
入

等
の

確
保

と
受

益
者

負
担

の
適

正
化

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

施
設

使
用

料
の

見
直

し
検

討
⇒

実
施

減
免

規
定

の
見

直
し

実
施

⇒
⇒

現
年

度
賦

課
の

滞
納

繰
越

の
防

止
実

施
⇒

⇒

滞
納

処
分

の
徹

底
実

施
⇒

⇒

口
座

振
替

の
推

進
実

施
⇒

⇒

給
水

停
止

の
実

施
実

施
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
各
施

設
使

用
料

等
の

見
直
し

・
今

後
、

「
施

設
利

用
料

の
見

直
し

に
関

す
る

基
本

方
針
」

に
基

づ
い

た
適

正
な

使
用

料
に

改
正

す
る

。
・

ま
た

、
受

益
者

負
担

の
観

点
か

ら
「

公
の

施
設

等
の

使
用

料
に

係
る

減
免

基
準

を
定

め
る

規
則

」
に

つ
い

て
、

見
直

し
を

実
施

す
る

。

総
務

部
行

革
財

政
課

2
市
税

等
の

徴
収

に
つ

い
て

・
現

年
度

賦
課

に
係

る
滞

納
者

を
重

点
と

し
、

督
促

状
発
送

後
に

電
話

催
告

、
臨

戸
徴

収
に

よ
る

滞
納

整
理

を
徹

底
す

る
こ

と
に

よ
り

、
新

た
な

滞
納

繰
越

を
抑

制
す

る
こ

と
に

よ
り

、
現

年
度

賦
課

に
係

る
滞

納
繰

越
の

減
額

を
図

る
。

・
滞

納
繰

越
者

に
つ

い
て

は
、

就
労

状
況

の
調

査
、

新
た
な

財
産

の
把

握
（

調
査

）
す

る
こ

と
に

よ
り

、
滞

納
者

の
担

税
能

力
に

応
じ

た
処

分
を

徹
底

す
る

と
と

も
に

既
に

担
保

・
差

押
え

し
た

動
産

、
不

動
産

の
処

分
を

実
施

、
納

税
に

結
び

つ
け

て
い

く
。

・
現

在
行

っ
て

い
る

口
座

振
替

の
手

続
き

を
簡

素
化

し
、
推

進
す

る
こ

と
に

よ
り

、
収

納
業

務
や

滞
納

業
務

の
軽

減
を

図
る

。

・
水

道
料

金
未

収
金

の
徴

収
対

策
と

し
て

、
未

納
者

に
対
し

納
入

の
催

告
通

知
や

戸
別

訪
問

を
行

い
、

応
じ

な
い

場
合

は
給

水
停

止
を

実
施

す
る

な
ど

、
収

納
対

策
の

強
化

を
図

る
と

と
も

に
、

未
収

金
の

回
収

に
努

め
る

。

市
民

生
活

部
税

務
課

水
道

局

2
5
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

賦
課

対
象

物
の

検
討

実
施

関
係

機
関

と
の

調
整

・
条

例
改

正
・

周
知

・
指

定
袋

作
成

実
施

手
数

料
体

系
改

定
実

施

６
　

歳
入

の
確

保

（1
）　

税
収

入
等

の
確

保
と

自
主

財
源

の
増

収
対

策

　
②

　
自

主
財

源
の

増
収

対
策

事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

公
共

物
等

有
料

広
告

掲
載

の
拡

充
実

施
⇒

⇒

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

3
ご
み

処
理

手
数

料
の

見
直
し

に
よ

る
財

源
確

保

・
有

料
化

対
象

物
の

選
定

、
細

分
別

区
分

の
設

定
及

び
料
金

賦
課

方
法

、
単

価
な

ど
の

検
討

を
行

っ
た

後
、

一
般

廃
棄

物
処

理
施

設
運

営
委

員
会

な
ど

へ
の

諮
問

、
条

例
改

正
、

市
民

へ
の

周
知

な
ど

の
手

続
き

・
指

定
袋

作
成

な
ど

の
準

備
を

経
て

手
数

料
体

系
の

改
定

を
実

施
す

る
。

建
設

環
境

部
環

境
保

全
課

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）
主

と
な

る
所

管
課

1
公
共

物
等

有
料

広
告

掲
載
の

拡
充

　
現

時
点

で
掲

載
中

の
媒

体
（

広
報

・
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
）
に

お
い

て
の

問
題

点
（

広
告

掲
載

料
、

広
告

内
容

、
広

告
の

大
き

さ
、

広
告

の
掲

載
位

置
、

広
告

の
掲

載
期

間
等

々
）

を
解

消
し

、
広

告
主

（
企
業

）
が

掲
載

し
や

す
い

よ
う

に
関

係
要

綱
や

運
用

基
準

等
の

改
正

を
進

め
、

有
料

広
告

掲
載

の
拡

充
を

図
る

。
ま

た
、

先
進

地
の

事
例

を
参

考
に

南
房

総
市

に
即

し
た

媒
体

・
形

態
で

の
有

料
広

告
掲

載
拡

大
に

よ
り

、
新

た
な

財
源

の
確

保
と

市
民

（
企

業
）

と
の

協
働

に
よ

る
地

域
活

性
化

の
促

進
を

図
る

。

総
務

部
行

革
財

政
課

2
6
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事
　

業
　

内
　

容
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度

職
員

、
住

民
に

対
す

る
制

度
の

理
解

と
推

進
実

施
⇒

⇒

ふ
る

さ
と

納
税

の
周

知
方

法
の

検
証

実
施

⇒
⇒

寄
附

金
の

充
当

先
メ

ニ
ュ

ー
の

拡
大

実
施

⇒
⇒

特
典

の
選

定
方

法
、

配
布

方
法

の
検

討
実

施
⇒

⇒

企
業

誘
致

の
推

進
実

施
⇒

⇒

不
動

産
業

関
係

者
と

の
連

携
に

関
す

る
協

定
締

結
実

施
⇒

金
融

機
関

と
の

連
携

に
関

す
る

協
定

締
結

（
平

成
2
6

年
度

予
定

）
実

施
⇒

企
業

・
研

究
所

へ
の

誘
致

活
動

実
施

⇒
⇒

基
金

の
運

用
実

施
⇒

⇒

主
と

な
る

所
管

課

・
企

業
誘

致
の

候
補

地
に

つ
い

て
は

、
市

有
地

で
企

業
に
紹

介
可

能
な

土
地

の
調

査
整

理
を

実
施

し
、

有
料

で
貸

付
る

こ
と

に
よ

り
、

財
源

を
確

保
す

る
。

又
、

民
有

地
に

つ
い

て
も

情
報

収
集

に
努

め
る

。

商
工

観
光

部
商

工
課

番
号

実
施

項
目

実
施

概
要

実
施

年
度

　
（

目
標

年
度

）

4
基
金

の
運

用
・

ペ
イ

オ
フ

を
考

慮
し

た
定

期
預

金
及

び
有

利
な

有
価

証
券

(
国

庫
債

券
、

政
府

保
証

債
及

び
地

方
債

)
に

よ
り

運
用

す
る

。
会

計
課

2
魅
力

の
郷

づ
く

り
寄

付
金
の

推
進

・
職

員
、

住
民

に
対

し
制

度
へ

の
理

解
の

た
め

の
周

知
及
び

寄
付

金
制

度
の

定
着

を
推

進
す

る
。

・
ふ

る
さ

と
納

税
の

周
知

方
法

の
検

証
と

寄
附

金
の

充
当
先

メ
ニ

ュ
ー

の
拡

大
を

検
討

す
る

。
・

南
房

総
市

の
魅

力
あ

る
産

品
を

活
用

し
、

ふ
る

さ
と

納
税

者
の

増
加

を
図

る
。

企
画

部
企

画
政

策
課

3
企
業

誘
致

候
補

地
の

調
査
及

び
整

理

2
7
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南房総市財政健全化計画 
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１ 財政の現状 

  最近５年間における決算の状況を歳出決算額で見ると、元気なまちづくり

基金（３９億７，０００万円）の創設などにより決算額が膨らんだ平成２１

年度を除いて、概ね２３０億円から２５０億円の間で推移しています。 
  また、平成２５年度決算では、仮称富山小規模特別養護老人ホーム整備事

業、防災行政無線デジタル化事業、富山小中一貫校・幼保一体化施設等建設

事業、三芳幼保一体化施設建設事業など大規模事業の実施及び国の経済対策

による補助事業や地域の元気臨時交付金を活用した事業の実施により、歳入

決算額２５１億９，４００万円、歳出決算額２３７億８，８００万円となっ

ています。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）本計画に掲載している数値はすべて普通会計として整理した数値。 

 

 
 
 

決算状況
歳入 （単位：百万円）

区　分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

市税 3,912 4,240 4,220 4,062 3,993 3,998 3,913 3,913

地方譲与税 573 261 250 234 228 222 207 212

各種交付金 749 663 602 588 598 560 472 537

地方交付税 9,187 8,735 9,320 9,633 10,855 11,130 10,819 11,062

国庫支出金 1,081 1,626 1,390 4,458 2,632 1,766 1,481 2,762

県支出金 881 1,161 1,148 874 1,016 1,119 1,014 1,119

地方債 1,695 2,058 1,514 5,892 3,643 1,756 2,515 3,101

繰入金 58 256 345 223 257 938 847 328

その他歳入 1,895 1,955 1,990 1,805 2,220 1,639 1,832 1,624

歳入合計 20,031 20,955 20,779 27,769 25,442 23,688 23,571 25,194

歳出

区　分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

人件費 4,971 4,869 4,712 4,532 4,455 4,368 4,202 4,043

扶助費 1,133 1,225 1,391 1,474 1,854 1,996 2,083 2,169

公債費 2,695 2,920 2,966 2,897 3,210 3,119 3,012 3,275

物件費 2,791 2,751 2,623 2,876 2,930 2,955 2,809 2,872

維持補修費 104 116 102 106 112 91 140 130

補助費等 2,473 2,379 2,495 3,452 2,584 2,925 2,779 2,501

繰出金 1,332 1,415 1,476 1,599 1,695 1,743 1,770 1,916

積立金 1,019 415 1,733 6,017 3,184 2,569 2,435 2,335

投資的経費 2,218 3,639 2,114 3,234 3,975 2,460 2,674 4,312

投資出資貸付金 131 115 150 202 181 111 99 235

歳出合計 18,867 19,844 19,762 26,389 24,180 22,337 22,003 23,788
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（１）歳入 
本市の歳入は、市税などの自主財源が３割程度しかなく、地方交付税をはじ

めとする依存財源の動向に左右されやすい状況となっています。 
自主財源のうち市税収入額は、平成１８年度以降、毎年度４０億円前後で推

移しています。平成１９年度以降は税源移譲により個人住民税が増加しました

が、景気の低迷や人口減などにより、全体的に年々減少傾向にあります。 
依存財源のうち臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税額は、合併後、

毎年度１００億円前後で推移していますが、このうち、３０億円から４０億円

が合併による加算分です。 
また、平成２１年度決算額及び平成２２年度決算額には経済危機対策事業等

の国庫支出金や元気なまちづくり基金創設のための市債が、平成２５年度決算

額には大規模施設の建設に伴う国庫支出金や市債が含まれており、これらは一

時的なものであるため、依然として自主財源に乏しい状況となっています。 
 

自主財源と依存財源の状況
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市税の状況
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百万円 軽自動車税・市た
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法人市民税

個人市民税

 
 

  

（単位：百万円）

区　分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

個人市民税 1,278 1,617 1,618 1,564 1,483 1,414 1,424 1,413

法人市民税 149 164 167 134 142 140 162 160

固定資産税 2,128 2,097 2,089 2,027 2,031 2,090 1,974 1,970

軽自動車税・
市たばこ税・入湯税

357 362 346 337 337 354 353 370

合　計 3,912 4,240 4,220 4,062 3,993 3,998 3,913 3,913

市税の内訳
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（単位：百万円）

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

9,031 8,620 9,150 9,962 11,605 10,683 10,102 10,929

普通交付税 8,142 7,813 8,394 8,789 9,962 9,635 9,118 10,121

臨時財政対策債 889 807 756 1,173 1,643 1,048 984 808

1,045 922 926 844 893 988 877 941

10,076 9,542 10,076 10,806 12,498 11,671 10,979 11,870

特別交付税

実質的な普通交付税額

地方交付税の内訳
区　分

合　計

 
（２）歳出 

歳出については、人件費などの義務的経費、物件費などの任意的経費及び特

別会計への繰出金などの経常的に支出される経費が、毎年度１７０億円程度あ

ります。 
義務的経費のうち、人件費は、定員適正化計画による職員数管理により毎年

減少しています。扶助費は、生活保護費や障害福祉サービスの利用増加などに

より年々増加傾向にあります。公債費は、合併に伴い必要となった施設整備の

ために起こした市債の元金償還開始により、増加傾向にあります。 
繰出金については、国民健康保険や後期高齢者医療保険の医療費の増加に伴

い年々増加傾向にあります。なお、平成２５年度のその他繰出金のうち、１億

２，０００万円については、再チャレンジ奨学資金貸付基金の創設に伴うもの

です。 
任意的経費については、合併以後、毎年度物件費３％削減や補助金の見直し

などにより、削減に努めてきました。平成２１年度決算及び平成２２年度決算

では、国の経済危機対策事業や定額給付金事業、緊急雇用対策事業の実施など

により、一時的に増加しています。 
  投資的経費については、年度によって差がありますが、平均すると年間３

０億円程度の事業を実施しています。最近５年間を見ると、平成２２年度及

び平成２５年度の決算額は、内房学校給食センター（平成２２年度）、地域情

報通信基盤整備（光ファイバ網の整備）（平成２２年度）、仮称富山小規模特

別養護老人ホーム整備事業（平成２５年度）、防災行政無線デジタル化事業（平

成２５年度）、教育複合施設の整備（平成２５年度）など大規模な施設整備事

業を行ったことにより、他の年度よりも高くなっています。 

地方交付税の状況
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また、平成２５年度決算における経常収支比率は８０．８％で、県下でも優

良な数値となっていますが、この数値の算定にあたっては、普通交付税の合併

特例措置である合併算定替加算額を含めて計算しています。仮に合併算定替加

算額がなかった場合の経常収支比率は１１３．８％となり、現状では、合併算

定替加算額があるからこそ、市の財政運営が成り立っているということを再認

識する必要があります。 

性質別決算額の状況
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繰出金
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 注）義務的経費：人件費、扶助費、公債費 
任意的経費：物件費、維持補修費、補助費等 

義務的経費の状況
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義務的経費の内訳 （単位：百万円）

区　分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

人件費 4,971 4,869 4,712 4,532 4,455 4,368 4,202 4,043

扶助費 1,133 1,225 1,391 1,474 1,854 1,996 2,083 2,169

公債費 2,695 2,920 2,966 2,897 3,210 3,119 3,012 3,275

合　計 8,799 9,014 9,069 8,903 9,519 9,483 9,297 9,487  

繰出金の状況

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

百万円 その他

介護保険特別会
計

後期高齢者医療
特別会計

老人保健特別会
計

国民健康保険特
別会計

繰出金の内訳 （単位：百万円）

区　分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

国民健康保険特別会計 319 362 283 312 338 372 393 356

老人保健特別会計 431 486 44 7 6 0 0 0

後期高齢者医療特別会計 0 0 573 621 669 716 698 743

介護保険特別会計 575 553 569 599 623 645 668 687

その他 7 14 7 60 59 10 11 130

合　計 1,332 1,415 1,476 1,599 1,695 1,743 1,770 1,916  
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任意的経費の状況

0
1,000

2,000
3,000
4,000
5,000

6,000
7,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

百万円

補助費等

維持補修費

物件費

 

任意的経費の内訳 （単位：百万円）

区　分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

物件費 2,791 2,751 2,623 2,876 2,930 2,955 2,809 2,872

維持補修費 104 116 102 106 112 91 140 130

補助費等 2,473 2,379 2,495 3,452 2,584 2,925 2,779 2,501

合　計 5,368 5,246 5,220 6,434 5,626 5,971 5,728 5,503

 
 

投資的経費の状況

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

百万円

災害復旧事業費

普建単独事業

普建補助事業

投資的経費の内訳 （単位：百万円）

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

1,900 3,537 2,101 3,229 3,894 2,400 2,657 4,212

補助事業 744 2,143 1,010 1,577 1,759 406 635 1,425

単独事業 1,156 1,394 1,091 1,652 2,135 1,994 2,022 2,787

319 102 13 5 81 60 17 100

2,219 3,639 2,114 3,234 3,975 2,460 2,674 4,312

普通建設事業費

区　分

災害復旧事業費

合　計

（３）市債残高 
市債残高の状況は、平成２０年度までは徐々に減少していましたが、平成２

１年度に元気なまちづくり基金創設のために約３８億円の合併特例債を発行

したこと、また、平成２２年度以降においても、内房学校給食センターをはじ

め合併に伴い必要となった大規模な施設整備を実施しており、その財源として

合併特例債や過疎対策債などを発行したことにより、平成２５年度末残高は約

２８７億円となっています。 
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積立金残高の内訳 (単位：百万円）

区　分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
財調・減債基金 2,501 2,902 4,347 5,492 7,839 9,759 10,204 10,731
施設再編基金 0 0 0 0 0 0 1,049 1,572
その他特定目的基金 1,016 900 875 5,525 6,160 5,871 6,335 7,292

合　計 3,517 3,802 5,222 11,017 13,999 15,630 17,588 19,595

市債残高の状況

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

百万円

まちづくり基金
債残高

財源対策債残
高

事業債残高

 注）事業債残高：施設整備等の事業実施にともない発行した市債残高 
財源対策債残高：国の制度に基づき、臨時財政対策債など市の財源確保のために発行した

市債残高 
まちづくり基金債残高：元気なまちづくり基金（合併市町村振興基金）創設のために発行

した市債残高 

市債残高の内訳 (単位：百万円）

区　分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

事業債残高 19,326 18,472 17,134 16,059 16,160 15,104 14,997 15,435

財源対策債残高 7,010 7,508 7,879 8,645 9,829 10,370 10,801 10,984

まちづくり基金債残高 0 0 0 3,772 3,394 3,013 2,626 2,235

合　計 26,336 25,980 25,013 28,476 29,383 28,487 28,424 28,654

 

（４）積立金残高 
平成２５年度末積立金残高は約１９６億円となっており、平成１８年度と比

較すると５．６倍、約１６１億円の増となりました。これは、合併以後、歳出

経費の抑制などにより得た黒字収支の一部を財政調整基金と減債基金へ積立

てたことや、平成２１年度に元気なまちづくり基金を創設したことにより特定

目的基金残高が大幅に増加したことが主な要因です。また、平成２４年度には、

今後見込まれる公共施設の再編に伴う経費を確保するため、新たに公共施設等

再編整備基金を設けています。 

積立金残高の状況

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

百万円

その他特定
目的基金

施設再編基
金

財調・減債基
金
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２ 財政健全化計画の基本的な考え方 

（１）目 的 
  合併特例措置が終期を迎え、普通交付税の加算措置を受けない状態の財政

運営に移行する平成３３年度以降の健全な財政運営を目指し、自主性・自立

性の高い財政基盤を構築するため、中期的な視点に立った財政健全化を図る

ための指針とするものです。 
 
（２）計画期間等【第３期】 
  本計画は、南房総市行政改革推進計画と同時進行し、より効果を発揮させ

る観点から、計画期間を合わせ、平成２７年度から平成２９年度までの３年

間とします。 
 
（３）基本方針 
  第３期南房総市行政改革推進計画において、「行政改革の大綱」に定められ

た項目のほか、人件費の抑制や補助金の見直し等による経常経費の削減、未

利用市有地の処分の推進や使用料・手数料、公共料金等の適正化による歳入

の確保を取組事項とします。 
 
 
（４）主な財政指標の目標 
  財政健全化を目指し、次の数値目標を設定します。 
 ア 経常収支比率 
   市税をはじめとする経常的な歳入が減少する中、平成３３年度以降の健

全な財政運営を目指し、計画期間内における経常収支比率の目標値は、９

０％未満とします。 
 イ 健全化判断比率 
   「実質公債費比率」は、長期的には市債発行の抑制に伴い低下する見込

みです。ただし、計画期間内においては、これまで取り組んできた施設再

編等の大規模事業が引き続き計画されているほか、普通交付税における合

併算定替の段階的な縮減に伴う標準財政規模の縮小などにより、現状に比

べるとやや増加する見込みです。こうした想定のもと、将来の財政運営の

健全性を損なうことのないよう、交付税算入率の高い有利な市債の優先的

な発行を継続し、１０％未満に抑制することを目標とします。 
   「将来負担比率」については、財政調整基金等の充当可能財源の金額が

地方債現在高等の将来負担額を上回った状態にあるため、実質的な将来負

担がない状態となっています。引き続き、現状維持を目標とします。 
ウ 市債残高 

計画期間中には、施設再編等の大規模事業が計画されており新たな市債の

発行が見込まれますが、臨時財政対策債の発行を取りやめることにより、市

債の発行額を最小限に抑制し、市債残高が２８０億円を下回ることを目標と

します。 

56



  

 エ 基金残高 
   将来の安定的な財政運営を見据えて、適正な基金の積み立てに努めます。 

基金残高（財政調整基金、減債基金及び施設再編基金）は１４０億円を目標 
とします。 

 
（５）計画の執行管理 
  財政健全化計画は、総合計画、行政改革推進計画及び現在策定作業中の公

共施設等総合管理計画との整合の基に、本市を取巻く情勢等の変化に弾力的

な対応を図っていくため、必要に応じて見直しを行うこととします。 
 
 
 

主 な 財 政 指 標 の 目 標 

 
 

● 経常収支比率は９０％未満を目標とし、財政構造の改善 
（経常経費の削減、適正な歳入確保）に取り組みます。 

● 財政健全化判断比率に留意した財政運営に努めることとし、 
実質公債費比率は１０％未満、将来負担比率は現状維持を 
目標とします。 

● 市債残高は２８０億円未満を目指します。 
● 基金残高（財政調整基金、減債基金及び施設再編基金）は 

１４０億円を目標とします。 
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４ 財政健全化へ向けた具体的な取り組み 

 

（１）財政健全化計画の基本方針及び第３期収支計画に基づく取組目標額 

 財政健全化計画の基本方針及び第３期収支計画に基づく財政健全化対策取組目標額は、

第３期行政改革推進計画実施計画に定められた項目の確実な実行を前提とし、下記のとお

りとします。 

 

第３期収支計画に基づく取組目標額 
              

① 事務事業の見直し 153 百万円歳出減 

（新たな行政システムの構築） 

 ・委員会、審議会等の見直し 

・外部委託、民間活力の導入 

・行政事務の電子化（OA 化） 

（事務事業のコストの縮減及び統合化） 

 ・補助金等の適正化 

・公共施設の管理体制の見直しによる経費の節減等 

 

② 公共施設の適正な配置等の推進 28 百万円歳出減 

・不用と判断された公共施設等の有効活用又は廃止 

 

③ 組織機構の見直しと定員の適正化 328 百万円歳出減 

（人件費の抑制） 

・組織機構の見直し 

・人員配置及び事務配分の見直し 

・定員適正化と給与水準の適正化 

 

④ 歳入の確保 6 百万円歳入増 

（自主財源の増収対策） 

・徴収体制強化による税収入等の確保 

・基金の効率的な運用 
 

このほか、使用料、手数料等受益者負担の適正化や適正な基金の積立、未利用市有地の積

極的な処分など的確な歳入確保に努めていくこととします。 
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【用語解説】 

 
経常収支比率 
  地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費の

ように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方

税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減税補

てん債及び臨時財政対策債の合計額に占める割合。 
  この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るものであ

り、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。 

 
標準財政規模 
  市の標準的な一般財源の規模を示すもので、主に税収入と普通交付税の額に臨時財政対

策債の発行可能額を足したもの。 

 
実質公債費比率 
  公債費等の財政負担の程度を客観的に示す指標として、公営企業会計や一部事務組合の

公債費への負担金、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの等を考慮した、

実質的な公債費に費やした一般財源の額が標準財政規模に占める割合。 
  地方債発行にあたり、比率が１８％以上である場合は、都道府県知事の許可を要するこ

ととなる。 

  
合併算定替 
  合併後１０年間、旧町村がそのまま存続したと仮定して、普通交付税の額が合併前の額

より減少しないようにする特例。さらに５年間は激変緩和措置がある。 
本市の場合、合併算定替による加算は平成２８年度より段階的に削減され、平成３２年

度で終了し、平成３３年度以降は一本算定となる。 

 
臨時財政対策債 
  地方の一般財源不足のため、特例として発行が認められる地方債。実際の借入の有無に

かかわらず、その元利償還金相当額が普通交付税に算入されることとなるため、普通交付

税と併せ、実質的な普通交付税と呼ばれる。 

 
将来負担比率 
  一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。 
  一般会計等が将来負担すべき実質的な負債とは、地方債の償還残高のほか、公営企業会

計や一部事務組合の公債費への負担金、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずる

もの、第３セクター等への損失補償など、現時点で想定される将来の負担である。 
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平成２７年２月２４日 

 

南房総市長  石 井    裕  様 

 

南房総市行政改革推進委員会 

会 長  飯 田  彰 一 

 

 

第３期南房総市行政改革推進計画の策定について（答申） 

平成２６年７月１６日付け南行財第３１１号で諮問のありました第３期南房総市行政

改革推進計画の策定について、南房総市から提示されました「第３期南房総市行政改革推

進計画」の素案を中心に、南房総市の行政改革に関する事項について、本委員会において

慎重に審議した結果、別紙のとおり答申します。 
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答  申  書 
【総括事項】 

南房総市は、合併後９年を経過し、平成１８年度から平成２６年度までの間、第１期及

び第２期行政改革推進計画に基づき、将来にわたり持続可能で、健全な行政体とすべく行

政改革を推進しており、事務の効率化、電子化及び定員の適正化など一定の成果が認めら

れる。 

平成２６年度が第２期行政改革推進計画の最終年となるが、平成２７年度をもって普通

交付税の合併算定替えの満額交付が終了し、平成２８年度から平成３２年度にかけて特例

措置が段階的に削減され、加えて人口減少に比しての生産人口の減少による税収の減少も

想定され、行財政運営がさらに厳しい状況となっていくことが予想される。 

また、定員適正化計画においても、職員の数に関しては減員の方針が示されている。 

このような状況のなか、持続可能な行財政運営のためには、引き続き抜本的な行財政改

革に取り組み、最小限の経費とマンパワーで最大限の行政効果を上げる努力が必要であり、

消費税率の引き上げや国の地方戦略の推進等による社会環境の変化にも対応した、自立し

た地域を目指し、持続可能な行政運営をしていくためにも行政改革大綱に基づく重要施策

の実現、実施計画の確実な施行が必要となる。 

諮問された「第３期南房総市行政改革推進計画（案）」については、本委員会において審

議を重ねてきたところであるが、具体的な答申事項を次のようにまとめたので、市当局に

おいて十分検討を行い、積極的な取り組みと効果を出せるように提言し、基本的に了承す

ることとして答申する。 
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【付帯意見】 

１ 市民との協働 
  地域の課題やニーズを市政に反映するため、住民と行政が手を携えて、それぞれの役

割をまちづくりに活かす「協働」への取り組みは重要な施策であり、各地域づくり協議

会の活動により、各地域の特性を活かした地域づくりが進められている。 

市民との協働については、今後も市全体の一体感を醸成するため、行政、企業、団体、

市民へさらに働きかけ、広がっていくような取り組みに努めること。 

また、魅力ある地域づくりの推進には、男女の平等な視点による取り組みが重要であ

り、各種委員会や行政における女性登用の改善に向け積極的に取り組むこと。 

 

２ 事務事業の見直し 
  職員の削減や厳しい財政運営への対応が求められるなか、市民が安心して暮らせる安

全な地域づくりのため、行政の事務事業の内容や執行方法について常に見直し、新しい

行政システムへと積極的に転換しながら、効果的で効率的な事務運営を図ること。 

   
３ 公共施設の適正な配置等の推進 
  市内各公共施設の利用状況や老朽化の状況、市の財源、人口の動向等地域における将

来予想を踏まえて策定される公共施設等総合管理計画により、市内公共施設の更新、統

廃合、長寿命化により適正な公共施設の運営に努めること。 

 

４ 組織機構の見直しと定員適正化 
  市の将来の状況を推計した上で、住民への行政サービスのあり方を検討し、それに合

った職員定員の適正化、組織の再構築に努めること。 

  

５ 人材育成による職員の資質の向上 
  住民に公共福祉サービスを適切に提供するため、様々な課題に対応できる職員の確保

及び育成は重要であり、多様な研修、職場環境の充実、人事評価システムの活用を積極

的に行うこと。 
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６ 歳入の確保 

 生産人口の減少、少子高齢者人口の増加に伴い、税収入の大幅な増収が見込めないこ 

ことが想定されることから、市税の確保はもちろんのこと税以外のふるさと納税や受益 

者負担の原則である公共施設、公共サービスの利用に対する使用料等を適正な料金に見

直すなど歳入の確保に努めること。 

 

７ 財政健全化の堅持 

  市財政運営の資金の核である地方交付税は、合併算定替えによる満額措置が平成２７ 

年度を最終年度とし、段階的に削減され、平成３３年度に南房総市本来の一本算定額に

なることから、厳しい財政運営が予想される。 

 このような状況においても、市政の安定的な運営を持続するため、行政改革推進計画

実施計画の施策を確実に執行し、財政の健全化に努めること。 
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南房総市行政改革推委員会の審議状況等 

Ｈ.２６. ７.１６ 

  行政改革推進委員会 第１回会議 

   <主な内容> 

   １ 市長より会長あてに「第３期行政改革推進計画の策定について」を諮問 

   ２ 第３期行政改革推進計画の策定について 

     第３期行政改革推進計画策定にあたっての基本的な考え方、重要施策につ

いて承認した。 

     実施計画については、次回会議以降、本格的に審議することとした。 

   ３ 第３期財政健全化計画の策定について 

     第３期財政健全化計画策定にあたっての基本的な考え方、重要施策につい

て承認した。 

 

Ｈ.２６.１１.６ 

  行政改革推進委員会 第２回会議 

   <主な内容> 

   １ 第３期行政改革推進計画・財政健全化計画（素案）について 

     行政改革推進計画実施計画については、項目ごとに審議し、意見があった

部分について修正することとし、案として承認した。 

     財政健全化計画（素案）については、審議の上、案として承認した。 

     第３期行政改革推進計画・財政健全化計画（案）について、市民からの意

見を募集する「パブリックコメント」を実施することについて、事務局から

説明があった。 

 

Ｈ.２６.１２.２２～Ｈ.２７. １.２１ 

  第３期行政改革推進計画・財政健全化計画に対するパブリックコメントの実施 

 

Ｈ.２７. ２.２４ 

  行政改革推進委員会 第３回会議 

   <主な内容> 

   １ 第３期行政改革推進計画・財政健全化計画（最終案）について 

     行政改革推進計画・財政健全化計画（最終案）について、承認した。 

   ２ 第３期行政改革推進計画について（答申案） 

     会長・副会長試案について、副会長より説明があり、それに基づき審議を

行い、同案を承認した。 

   ３ 第３期行政改革推進計画について（答申） 

     行政改革推進委員会から市長へ答申。 
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○南房総市行政改革推進委員会規則 

平成２６年３月１８日 

規則第６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、南房総市附属機関設置条例（平成２６年南房総市条例第１号）に基

づき設置された南房総市行政改革推進委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運

営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じて、南房総市の行政改革の推進に関する重要事項を

調査審議し、その結果を答申するものとする。 

（委員） 

第３条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 ５人以内 

(2) 市議会議員 ３人 

(3) 市民 ２人以内 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が適当と認める者 

２ 市長は、前項第３号に規定する委員については、公募を行うものとする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 

（会長及び副会長） 

第４条 委員会に会長及び副会長１人を置き、それぞれ委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を行う。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 
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２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（意見の聴取等） 

第６条 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席さ

せ、その説明又は意見を聴くことができる。 

（専門部会） 

第７条 委員会に、専門の事項を調査研究させるため、専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 

３ 専門部会は、調査研究の経過及び結果を委員会に報告するものとする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、総務部行革財政課において処理する。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に従前の南房総市行政改革推進委員会の会長又は副会長の職に

ある者は、この規則の規定により選任された会長又は副会長とみなす。 
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委員会役職 氏　　　　　名 区　　　　分

会　　   　長 飯 田 彰 一 議　  　　　　会

副　 会 　長 佐 野 左 内 学 識 経 験 者

委　　  　 員 石 井 洋 子 学 識 経 験 者

委　　  　 員 金 木 久 代 学 識 経 験 者

委　　  　 員 八 代 弘 樹 学 識 経 験 者

委　　  　 員 黒 川 操 学 識 経 験 者

委　　  　 員 鈴 木 房 宗 公　　　  　　募

委　　  　 員 小 坂 英 介 公　　  　　　募

委　　  　 員 寺 澤 利 郎 議　　  　　　会

委　　  　 員 関 壽 夫 議　　  　　　会

任期：　平成２６年１０月１日から平成２８年９月３０日まで

南房総市行政改革推進委員会　委員名簿
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